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三島市公営企業会計決算審査意見書の提出について 

 

 

 地方公営企業法第３０条第２項の規定により審査に付された令和３年度三島市公営

企業会計（三島市水道事業会計、三島市下水道事業会計）決算書及び関係証拠書類を審

査したので、その結果に基づく意見書を次のとおり提出します。 
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令和３年度  三島市公営企業会計決算審査意見 

 

第１ 審 査 の 対 象 

   令和３年度 三島市水道事業会計決算 

   令和３年度 三島市下水道事業会計決算 

 

第２ 審 査 の 期 間 

   令和４年５月２０日から令和４年７月４日まで 

 

第３ 審 査 の 方 法 

   決算審査に当たっては、市長から提出された決算書類が事業の経営成績及び財政状態を適正

に表示しているかどうかを検証するため、会計諸帳簿、証拠書類との照合等のほか、関係職員の

説明を聴取するとともに、例月出納検査及び定期監査の結果も参考にして、経営内容を把握す

るため計数の分析等を行い、経済性の発揮及び公共の福祉の増進に寄与しているかどうかにつ

いて考察した。 

なお、貯蔵品については実地棚卸に立ち会った。 

   

第４ 審 査 の 結 果 

   審査に付された決算諸表は、いずれも関係法令に準拠して作成されており、その計数は正確

であり、経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認める。 

以下、審査の状況及び意見については、次のとおりである。 

 

注１ 文中に用いる表示は次による。 

(1)  金額の単位は、別表の数字を除き、文中及び表中の金額は原則として「千

円単位」で表示し、単位未満は四捨五入したが、端数整理のため資料等の金

額と異なる場合がある。 

(2)  比率（％）は、原則として小数点第２位を四捨五入しているが、経営分析

指標については、小数点第３位を四捨五入し、比率 99.95％以上 100.00％未

満は 99.9％とし、100.00％を超え 100.05％未満のものは 100.1％としてい

る。また、構成比の合計が 100.0％になるよう一部調整している。 

(3)  減数又は負数は、「△」で表示した。 

(4) 比率間の比較は、「ポイント」で表示した。 

(5)  執行率は予算現額に対する収入済額・支出済額の割合である。 

注２ 意見書中、予算の執行状況は消費税込の表示で、経営状況及び財政状態は消

費税抜の表示である。 

注３ 意見書中、「全国平均」の各指標は、総務省編『水道事業経営指標』及び『下

水道事業経営指標』の数値で、「県下平均」の各指標は、静岡県経営管理部市

町行財政課編『市町財政の状況』の数値である。 



 

 

 

 

 

 

三 島 市 水 道 事 業 会 計 
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水道事業会計 

第１ 水道事業の概要 

１ 業務実績について 

（1）業務の普及状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を除く。） 

 

本年度末の行政区域内人口は、107,923人で、令和 2年度（以下「前年度」という。）末の

108,788人と比較して 865 人、給水人口は 104,700 人で、前年度の 105,635 人と比較して 935

人それぞれ減少し、普及率は 97.0％で、前年度の 97.1％と比較して 0.1 ポイント低下となっ

た。また、給水件数は 48,158 件で、前年度の 47,969 件と比較して 189件増加している。 

 

（2）総配水量に対する有効水量及び無効水量の状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を

除く。） 

 

区　　　分 単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率(%)

行 政 区 域内 人口 Ａ 人 107,923 108,788 △865 △ 0.8

給 水 人 口 Ｂ 人 104,700 105,635 △935 △ 0.9

普 及 率 Ｂ/Ａ ％ 97.0 97.1 △ 0.1 －

給 水 件 数 件 48,158 47,969 189 0.4

総 配 水 量 千㎥ 14,907 15,229 △322 △ 2.1

１人１日平均配水量 ㍑ 390 395 △5 △ 1.3

有 収 水 量 千㎥ 12,060 12,227 △167 △ 1.4

有 収 率 ％ 80.9 80.3 0.6 －

令和２年度
県下平均有収率

％ 84.4

令和２年度
全国平均有収率

％ 89.4

参
考

※全国平均は、給水人口10万人以上15万人
未満の都市の平均（以下同じ。）

令和３年度 構成比 令和２年度 構成比 比較増減 増減率

14,907 100.0 15,229 100.0 △322 △ 2.1

9,133 61.3 9,198 60.4 △65 △ 0.7

5,774 38.7 6,031 39.6 △257 △ 4.3

有収率 有収率

80.9 80.3

無収水量 367 2.5 371 2.4 △4 △ 1.1

計 12,427 83.4 12,598 82.7 △171 △ 1.4

2,480 16.6 2,631 17.3 △151 △ 5.7

（単位：千㎥，％）

区　　　分

12,060 12,227 △167 △ 1.4

無効水量

総配水量

伊豆島田浄水場分

県水受水分

有
効
水
量

有収水量
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本年度の総配水量は 14,907 千㎥で、前年度の 15,229 千㎥と比較して 322 千㎥（2.1％）減

少している。このうち、収入の対象となる有収水量は 12,060 千㎥で、前年度に比べ 167千㎥

（1.4％）減少したものの、主に漏水量である無効水量も 2,480千㎥と、前年度に比べ 151 千

㎥（5.7％）減少したことから、有収率は 80.9％と、前年度より 0.6ポイント上昇した。 

  

（3）簡易水道の業務の普及状況は、次のとおりである。 

ア 山中新田簡易水道 

   

イ 佐野見晴台簡易水道 

 

２ 建設改良事業の執行状況 

（1）建設改良事業の執行状況は、次のとおりである。 

 

単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率(%)

件 48 48 0 0.0

人 188 194 △6 △ 3.1

㎥ 35,673 28,966 6,707 23.2

㎥ 34,490 27,766 6,724 24.2

％ 96.7 95.9 0.8 －

区　　　分

総 配 水 量

有 収 水 量

有  収  率

給 水 件 数

給 水 人 口

単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率(%)

件 1,002 996 6 0.6

人 2,862 2,911 △49 △ 1.7

㎥ 300,122 312,042 △11,920 △ 3.8

㎥ 290,842 296,782 △5,940 △ 2.0

％ 96.9 95.1 1.8 －有  収  率

区　　　分

給 水 件 数

給 水 人 口

総 配 水 量

有 収 水 量

区　　　分 計　　画 実　　施 執行率

配 水 管 延 長 工 事 費 602,031 525,923 87.4

うち前年度繰越分 39,658 38,778 97.8

770.0 367.2 47.7

4,941.0 4,804.0 97.2

簡 易 水 道 建 設 費 205,085 76,238 37.2

うち前年度繰越分 18,986 18,986 100.0

営 業 設 備 費 5,249 3,548 67.6

計 812,365 605,709 74.6

（単位：千円，％）

配水管新設工事施工延長（ｍ）

老朽管布設替工事施工延長（ｍ）
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配水管延長工事費 525,923 千円は、計画（予算額）に対する執行率は 87.4％であり、主な

ものは工事請負費 432,479 千円で、その内訳は配水管新設工事（4件）27,995 千円、老朽管

布設替工事（9件、令和 2年度繰越工事 3件含む）359,527 千円、消火栓設置工事（1件）

1,584千円、水道施設維持管理等工事（2件）43,373 千円である。また、工事発注及び施工時

期の平準化の取り組みとして、新年度当初に予定する老朽管布設替工事（3 件）にゼロ債務負

担行為を設定した。そのほかの主な執行は、第 1送水管更新工事詳細設計業務委託 21,670千

円、赤王山低区配水場 2・3 号送水ポンプ取替修繕外 4件の修繕費 29,184 千円である。配水

管新設工事施工延長距離は 367.2ｍで県の都市計画道路谷田幸原線に係る工事の進捗に伴い計

画に対する執行率は 47.7％となった。老朽管布設替工事施工延長距離は 4,804.0ｍで計画に

対する執行率は 97.2％である。 

簡易水道建設費 76,238千円は、計画（予算額）に対する執行率は 37.2％であり、これは山

中新田簡易水道第２取水場建設工事 68,000 千円、山中新田簡易水道第２取水場電気室・滅菌

室建設工事 10,950 千円を地方公営企業法第 26 条第 1項の規定により翌年度に繰り越したこ

とによる。主な執行は、令和 2年度繰越事業である山中新田簡易水道第 2取水場詳細設計業

務委託 18,986 千円、翌年度繰越工事に係る前払金 52,500千円である。 

営業設備費 3,548 千円は、計画（予算額）に対する執行率は 67.6％であり、量水器購入費

734 千円、車両運搬具購入費 1,183 千円、工具器具及び備品購入費 1,631千円である。 

 

３ 施設の稼動状況について 

（1）施設の稼働状況は、次のとおりである。（簡易水道事業を除く。）  

 

1日配水能力は、伊豆島田浄水場 48,000㎥、県水受水分 30,000㎥、計 78,000 ㎥で、前年

度と同量である。また、1日平均配水量は 40,842 ㎥で、前年度に比べ 881㎥（2.1％）、1日

最大配水量は 44,043 ㎥で、前年度に比べ 885㎥(2.0%)それぞれ減少している。 

施設利用率は、施設の利用状況の良否を判断する指標で、この比率が高いと施設の効率的な利

用を意味し、低ければ施設が遊休していることになる。また、この比率は負荷率と最大稼働率に

分けられ、施設利用率の向上原因が負荷率による場合は、施設の効率的な利用と判断することが

できる。一方、最大稼働率による場合は、能力が限界まで達している場合がある。本年度は 52.4％

で、前年度に比べ 1.1ポイント低下し、前年度の全国平均値を 10.8 ポイント下回っている。 

単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率(%)
令和２年度

全国平均(%)

1 日 最 大 配 水 量 Ａ ㎥ 44,043 44,928 △885 △ 2.0 －

1 日 平 均 配 水 量 Ｂ ㎥ 40,842 41,723 △881 △ 2.1 －

1 日 配 水 能 力 Ｃ ㎥ 78,000 78,000 0 － －

施 設 利 用 率 Ｂ/Ｃ ％ 52.4 53.5 △1.1 － 63.2

負 荷 率 Ｂ/Ａ ％ 92.7 92.9 △0.2 － 87.9

最 大 稼 働 率 Ａ/Ｃ ％ 56.5 57.6 △1.1 － 71.9

区　　　分
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負荷率は、施設が年間を通して有効に利用されているかを判断する指標で、この比率が高い

ほど施設の利用効率が良いといえる。一般的に都市部においては、年間を通して平均的に水利

用が行われているため、平均配水量とピーク時の配水量の差が小さくなり、比率が高くなる。

本年度は 92.7％で、前年度に比べ 0.2ポイント低下し、前年度の全国平均値を 4.8ポイント上

回っている。 

最大稼働率は、現有施設の配水能力が過大投資であるか、又は将来に亘り適正な配水施設で

あるかを判断する指標である。この比率が低いと過剰配水能力を有していることになり、先行

投資として計画的に施設の拡充を行い将来に配水量の増加を確実に見込める場合以外は、普及

率等を向上させるような経営努力が必要となる。本年度は 56.5％で、前年度に比べ 1.1 ポイン

ト低下し、前年度の全国平均値を 15.4ポイント下回っている。 
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第２ 予算の執行状況 

１ 収益的収支の状況 

 

２ 資本的収支の状況 

 

資本的収入の決算額は 290,176 千円で、予算に対する執行率は 96.3％となっており、前年

度に比べ 45,112千円（18.4％）増加していた。これは、水道施設耐震化事業のために地方公

共団体金融機構から借入れた企業債 248,800 千円が、前年度に比べ 18,800 千円（8.2％）、伊

豆島田浄水場防災倉庫建設工事等に対し県から交付される地震・津波対策等減災交付金収入

により県支出金 14,816千円が、前年度に比べ 8,999 千円（154.7％）、都市計画道路谷田幸原

　（1）収益的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,658,851 1,696,401 102.3 1,720,987 △ 24,586 △ 1.4

営 業 収 益 1,553,711 1,592,125 102.5 1,617,448 △ 25,323 △ 1.6

（ う ち 水 道 料 金） 1,540,565 1,582,323 102.7 1,603,263 △ 20,940 △ 1.3

営 業 外 収 益 105,140 104,276 99.2 103,271 1,005 1.0

特 別 利 益 0 0 － 268 △ 268 皆減

　（2）収益的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,518,206 1,420,970 93.6 1,386,282 34,688 2.5

営 業 費 用 1,429,573 1,340,337 93.8 1,294,310 46,027 3.6

営 業 外 費 用 80,633 80,633 100.0 91,972 △ 11,339 △ 12.3

特 別 損 失 0 0 － 0 0 －

予 備 費 8,000 0 0.0 0 0 －

水 道 事 業 収 益

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

水 道 事 業 費 用

　（1）資本的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

301,267 290,176 96.3 245,064 45,112 18.4

企 業 債 280,000 248,800 88.9 230,000 18,800 8.2

固定資産売却代金 1 0 0.0 0 0 －

県 支 出 金 13,453 14,816 110.1 5,817 8,999 154.7

工 事 負 担 金 7,812 26,560 340.0 9,247 17,313 187.2

寄 附 金 1 0 0.0 0 0 －

資 本 的 収 入

（単位：千円，％）
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線(幸原工区)・配水本管布設工事等の工事負担金 26,560千円が、前年度に比べ 17,313千円

（187.2％）それぞれ増加したことによる。 

資本的支出の決算額は 796,511 千円で、予算に対する執行率は 79.4％となっていた。 

建設改良費の執行状況については、P4「２建設改良事業の執行状況」のとおりである。 

企業債償還金は 190,802千円で地方公共団体金融機構等への元金償還金である。 

なお、最近 5か年の借入額、償還額及び未償還残高の推移は次のとおりである。 

 
 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 506,335 千円は、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 49,210 千円、減債積立金 36,500 千円、建設改良積立金 36,666 千円およ

び過年度分損益勘定留保資金 383,959 千円で補てんされている。 

 

３ その他予算の執行状況 

（1）予算に定めた限度額等 

債務負担行為に係る契約は予算に定めた事項、限度額及び期間の範囲内で締結された。 

企業債の本年度同意額は 280,000 千円で、予算に定めた限度額 280,000千円であり、起債

の目的､方法､利率及び償還の方法も予算に基づいて執行されていた。 

予算に定めた一時借入金の限度額は 400,000 千円であったが、一時借入金はなかった。 

予算に定めた予定支出の各項の経費の金額の流用は適正に行われていた。 

議会の議決を経なければ流用することができない経費についての流用はなかった。 

棚卸資産の購入限度額は 35,146千円で、購入額は 23,221 千円であり予算の範囲内で執行

されていた。 

  

　（2）資本的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,003,167 796,511 79.4 739,187 57,324 7.8

建 設 改 良 費 812,365 605,709 74.6 557,706 48,003 8.6

企 業 債 償 還 金 190,802 190,802 99.9 181,481 9,321 5.1

（単位：千円，％）

資 本 的 支 出

（単位：千円）

元金 利子

H29 529,600 149,879 57,375 3,647,633

H30 360,000 161,009 56,904 3,846,624

R1 455,000 172,768 55,332 4,128,856

R2 230,000 181,481 53,148 4,177,375

R3 248,800 190,802 50,622 4,235,373

償還額
年度 借入額 未償還残高
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第３ 経営状況 

１ 経営成績は次のとおりである。 

 

※「別表第２ 水道事業会計比較損益計算書」参照 

 

本年度の経営成績は、総収益 1,548,932千円に対し総費用は 1,322,853千円で、差引き

226,079千円の純利益となっており、前年度に比べ利益が 63,976千円（22.1％）減少してい

る。 

営業収益は 1,447,812千円で、前年度に比べ 23,418 千円（1.6％）減少している。これは

主に、給水収益が 19,036 千円（1.3％）、市下水道事業に伴う水道管移設修繕分が減少したこ

とにより受託給水工事収益が 3,645 千円（67.0％）それぞれ減少したことによる。 

営業外収益は 101,120千円で、前年度に比べ 1,596 千円（1.6％）増加している。これは主

に、水道加入金が 6,000千円（15.8％）減少したものの、北沢低区配水場耐震診断業務委託

に対しての地震・津波対策等減災交付金が収入されたことにより県補助金が 1,262千円

（68.0％）、償却資産の取得に伴う国庫補助金等の減価償却見合分を収益化するための長期前

受金戻入が 1,788 千円（4.3％）、非現金である修理量水器入庫分が増加したこと等により雑

収益が 4,557 千円（25.7％）、それぞれ増加したことによる。 

営業費用は 1,268,995千円で、前年度に比べ 43,049 千円（3.5％）増加している。これは

主に、市下水道事業に伴う水道管移設修繕分の減少に伴い受託給水工事費が 3,645千円

令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率

総　収　益 1,548,932 1,571,022 △22,090 △ 1.4

経常収益 1,548,932 1,570,754 △21,822 △ 1.4

営業収益 1,447,812 1,471,230 △23,418 △ 1.6

営業外収益 101,120 99,524 1,596 1.6

特別利益 0 268 △268 皆減

総　費　用 1,322,853 1,280,967 41,886 3.3

経常費用 1,322,853 1,280,967 41,886 3.3

営業費用 1,268,995 1,225,946 43,049 3.5

営業外費用 53,858 55,021 △1,163 △ 2.1

特別損失 0 0 0 －

226,079 289,787 △63,708 △ 22.0

226,079 290,055 △63,976 △ 22.1

（単位：千円，％）

経常損益（経常収益―経常費用）

純損益（総収益―総費用）

区　　　分



10 

（67.0％）減少したものの、委託料及び動力費等の増加に伴い原水及び浄水費が 8,002 千円

（1.8％）、配水及び給水費が 28,239 千円（14.5％）、簡易水道維持費が 1,543 千円

（13.5％）それぞれ増加し、そのほか、減価償却費が 4,326 千円（1.0％）、伊豆島田浄水場

緊急遮断弁用地震計交換修繕等に伴う有形固定資産除却費 4,322千円の増加により、資産減

耗費が 4,317 千円（125.1％）増加したことによる。 

営業外費用は 53,858 千円で、前年度に比べ 1,163 千円（2.1％）減少している。これは主

に、企業債利息が 2,526千円（4.8％）減少したことによる。 
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２ １㎥当たりの供給単価及び給水原価は、次のとおりである。 

 

 

１㎥あたりの供給単価は 116円 15銭、給水原価は 103円 14 銭であり、前年度に比べ供給

単価は 2銭、給水原価は 4円 85銭それぞれ上がっている。この結果、１㎥当たりの給水損益

は 13円 1銭の利益となり、前年度に比べ 4円 83 銭減少している。また、前年度の全国平均

値と比べると、供給単価は 43円 12銭下回っているものの、給水原価が 53円 18 銭下回って

いることから、給水損益（利益）は 10円 6銭上回っている。

 

（単位：円，％）

令和３年度 令和２年度 比較増減
令和２年度

全国平均

　供 給 単 価  Ａ 116.15 116.13 0.02 159.27

　給 水 原 価  Ｂ 103.14 98.29 4.85 156.32

職 員 給 与 費 7.55 7.41 0.14 -

支 払 利 息 4.09 4.24 △0.15 -

減 価 償 却 費 34.45 33.65 0.80 -

動 力 費 6.37 5.66 0.71 -

県 水 受 水 費 29.38 29.11 0.27 -

そ の 他 21.30 18.22 3.08 -

　給 水 損 益Ａ-Ｂ 13.01 17.84 △4.83 2.95

　料金回収率 Ａ/Ｂ 112.6 118.2 △5.6 101.9

区　　分

内
　
訳

給水収益

有収水量
供給単価＝ 給水原価＝

給水費用（除　受託工事費・材料売却・長期前受金戻入）

有収水量
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３ 財政状態を示す貸借対照表は次のとおりである。 

 
（1）資産 

資産は 14,014,671 千円で、前年度に比べ 211,059 千円（1.5％）増加している。 

固定資産は 11,971,470千円で、前年度に比べ 119,830 千円（1.0％）増加している。 

有形固定資産は、当年度増加額は 586,800 千円、減少額は 74,013千円で、年度末現在高は

22,711,684千円となり、当年度減価償却累計額 10,746,983 千円を差し引いた年度末償却未済

高は 11,964,701千円となった。 

流動資産は 2,043,201千円で、前年度に比べ 91,229 千円（4.7％）増加している。これは

令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率

資　　産 14,014,671 13,803,612 211,059 1.5

11,971,470 11,851,640 119,830 1.0

有形固定資産 11,964,701 11,843,607 121,094 1.0

無形固定資産 6,769 8,033 △1,264 △15.7

2,043,201 1,951,972 91,229 4.7

現金預金 1,835,162 1,747,244 87,918 5.0

未収金 188,809 187,605 1,204 0.6

貯蔵品 14,437 14,530 △93 △0.6

その他流動資産 4,793 2,593 2,200 84.8

14,014,671 13,803,612 211,059 1.5

5,316,778 5,332,365 △15,587 △0.3

固定負債 4,033,120 3,987,889 45,231 1.1

企業債 4,031,397 3,986,574 44,823 1.1

引当金 1,723 1,315 408 31.0

その他固定負債 0 0 0 -

流動負債 444,996 504,211 △59,215 △11.7

企業債 203,977 190,801 13,176 6.9

未払金 173,807 245,753 △71,946 △29.3

引当金 10,528 10,493 35 0.3

その他流動負債 56,684 57,164 △480 △0.8

繰延収益 838,662 840,265 △1,603 △0.2

長期前受金 838,662 840,265 △1,603 △0.2

8,697,893 8,471,247 226,646 2.7

資 本 金 6,893,669 6,823,418 70,251 1.0

資本金 6,893,669 6,823,418 70,251 1.0

剰 余 金 1,804,224 1,647,829 156,395 9.5

資本剰余金 350,335 349,769 566 0.2

利益剰余金 1,453,889 1,298,060 155,829 12.0

（単位：千円，％）

科　　目

負　　債

資　　本

負債及び資本

流動資産

固定資産
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主に、現金預金が前年度に比べ 87,918 千円（5.0％）増加したことによる。 

 

（2）負債及び資本 

本年度末の負債は 5,316,778千円で、前年度に比べ 15,587千円（0.3％）減少している。 

固定負債は 4,033,120千円で、前年度に比べ 45,231 千円（1.1％）増加している。これは企

業債が増加したことによる。 

流動負債は 444,996千円で、前年度に比べ 59,215千円（11.7％）減少している。これは主

に、前年度は消費税及び地方消費税が未払金に計上されていたが、本年度は皆減したことや、

配水管延長工事費に係る未払金が減少したこと等に伴い、未払金が 71,946 千円（29.3％）減

少したことによる。また、本年度の未払金 173,807 千円については令和 4年 4月末日までに全

額支払済となっている。 

繰延収益は 838,662 千円で、前年度に比べ 1,603千円（0.2％）減少している。 

資本は 8,697,893千円で、前年度に比べ 226,646千円（2.7％）増加している。これは主に

組入資本金の増加に伴い資本金が 70,251千円（1.0％）、減債積立金及び建設改良積立金の増

加に伴い利益剰余金が 155,829 千円（12.0％）増加したことによる。 

その内訳は次のとおりである。 

 

利益剰余金のうち減債積立金 581,318 千円が、前年度に比べ 103,500 千円（21.7％）、建設

改良積立金 568,631 千円が、前年度に比べ 113,388 千円（24.9％）増加している。 

 

（3）経営分析指標の主なものは次のとおりである。 

   

令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率

利益剰余金 1,453,889 1,298,060 155,829 12.0

減債積立金 581,318 477,818 103,500 21.7

建設改良積立金 568,631 455,243 113,388 24.9

未処分利益剰余金 303,940 364,999 △61,059 △16.7

（単位：千円，％）

区　　　分

（単位：回，％）

区　　分 令和3年度 令和2年度
令和２年度
全国平均

指標の説明

1年以内に現金化できる資産と支払わな

ければならない負債との比率

89.1188.22

75.81

固定長期適合率

固定資産と営業収益の比率

営業収支比率 114.11 120.10 99.41 営業費用に対する営業収益比率

固定資産回転率 0.12 0.12 0.11

89.92

総資本に対する固定負債・流動負
債・自己資本の占める割合

固定資産が長期的に活用可能な資本や

負債によって調達されている割合

流 動 比 率 360.96459.15 387.13

自己資本構成比率 67.4668.05
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 資本の有効利用を示す固定資産回転率は、高い方が望ましく、低くなるほど投資効率が低

くなるが、本年度は前年度と同率であり、前年度の全国平均値を 0.01 ポイント上回ってい

る。 

財政の長期健全性を示す自己資本構成比率は、数値が高くなるほど経営の安全性は大きくな

る。本年度は前年度に比べ 0.59 ポイント上昇し、前年度の全国平均値を 7.76 ポイント下回っ

ている。 

同じく長期健全性を示す固定長期適合率は、100％以下が望ましいとされる。本年度は前年度

に比べ 0.89ポイント低下し、前年度の全国平均値を 1.7ポイント下回っている。 

短期的支払能力を示す流動比率は、200％以上が望ましいとされる。本年度は前年度に比べ

72.02ポイント上昇し、前年度の全国平均値を 98.19 ポイント上回っている。 

 利益率を示す営業収支比率は、高いほど良く、本年度は前年度に比べ 5.99 ポイント低下し、

前年度の全国平均値を 14.7 ポイント上回っている。 

 その他の指標については、「別表第５ 経営分析表」のとおりである。 

 

４ 資金の増減は、次のとおりである。（キャッシュ・フロー計算書）  

 

 

業務活動により増加した資金は 541,556千円、投資活動により減少した資金は 511,637 千

円で、財務活動により増加した資金は 57,999千円となっている。 

これにより、水道事業会計の資金は前年度に比べ 87,918千円の増加となり、資金期末残高

は 1,835,162千円となっている。 

  

令和３年度 令和２年度 比較増減

(通常の業務活動の実施による資金の増減)

(将来に向けた運営基盤の確立のために行わ
 れる投資活動による資金の増減)

(資金の調達及び返済による資金の増減)

1,747,244 1,851,842 △ 104,598

1,835,162 1,747,244 87,918

192,516
（A)+（B)+（C)

資金期首残高（E)

資金期末残高（D)+（E)

本年度資金増減額（D)
87,918 △ 104,598

△ 494,210 △ 17,427

財務活動によるキャッシュ・フロー（C)
57,999 48,519 9,480

投資活動によるキャッシュ・フロー（B)
△ 511,637

（単位：千円）

区　　　分

業務活動によるキャッシュ・フロー（A)
541,556 341,093 200,463
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第４ むすび 

緩やかな減少傾向にある給水人口、節水意識の浸透や節水機器の普及に伴う節水型ライフス

タイルの定着などにより、減少傾向にある水需要に加え、長引く新型コロナウイルス感染症の

流行により、社会や経済が大きな変革を迫られる中にあって、前年度と比べ、総配水量が 2.1％、

有収水量が 1.4％減少したものの無効水量も 5.7％減少したことから、総配水量のうち水道料

金として還元される水量の割合を示す有収率は 0.6 ポイント改善した。 

令和 3年度の経営状況は、収益面では、新型コロナウイルス感染症の影響が 2 か年続く中に

あっては一般家庭などの巣籠需要にも減速感が否めず、営業収益が前年度と比べ 1.6％減少し

たため、営業外収益が前年度と比べ 1.6％増加したものの、総収益は前年度と比べ 1.4％減の

1,548,932 千円となった。一方、費用面では、委託料や動力費などが増加したこと等の影響か

ら、総費用は前年度と比べ 3.3％増の 1,322,853千円となった。この結果、令和 3年度は 226,079

千円の純利益となっており、前年度と比べ 22.1％減少している。 

これらのことを踏まえて、主要な経営指標から経営状況を見ると、営業費用が営業収益によ

ってどの程度賄われているかを示す営業収支比率が 114.11％で前年度と比べ 5.99 ポイント低

下したものの、全国平均を上回る水準を維持しているほか、1㎥当たりの給水損益も 13円 1銭

の利益で前年度と比べ 4 円 83 銭の減となったものの、これも全国平均を上回る水準にある。

また、設備利用の効率性を示す固定資産回転率は 0.12回で前年度と同じ水準を維持しており、

全国平均も上回っている。 

一方、財政状態に関する経営指標はというと、総資本に占める自己資本の割合を示す自己資

本構成比率が 68.05％で前年度と比べ 0.59 ポイント、長期の負債支払い能力を示す固定長期適

合率は 88.22％で前年度と比べ 0.89 ポイントそれぞれ改善したほか、短期の負債支払い能力を

示す流動比率も 459.15％で前年度と比べ 72.02ポイント改善し、一般的に理想とされる 200％

を上回る結果となったことからも、概ね企業の安全性は保たれているものと評価する。 

以上のように、コロナ禍以降の全国的な傾向である「家庭用増、業務用減」の影響は本市に

おいても顕著であり、事業系水量の減少を一般家庭の水量の増加が補った結果、給水収益の大

幅な落ち込みにまでは繋がっていない。ここに来てその効果も薄れつつあるものの、給水収益

が微減にとどまっていることにより、令和 3年度の水道事業経営については、引き続き健全性

が保たれる結果となった。 

しかしながら、減り続ける人口の流れや社会全体の節水傾向は今後もますます加速していく

ことが予想され、有収水量が想定以上に減少することが懸念されるのに加え、施設や管路など

の老朽化は確実に進んでおり、これらの更新に係る費用が増大することも見込まれている。 

また、南海トラフ地震や超大型台風など大規模自然災害の発生が危惧されるほか、減少して
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いた新型コロナウイルス感染症の新規感染者が再び増加へ転じ引き続き予断を許さない状況

が続いていることに加え、ウクライナ情勢の長期化や中国における経済活動の抑制の影響など

による原材料価格の上昇や供給面での制約は、今後の水道事業の運営に少なからぬ支障を及ぼ

すであろうことが懸念される。 

このように水道事業を取り巻く環境が非常に厳しい状況にある中においては、これまで以上

に先を見据えた運営が必要になるものと思われる。現在、本市においては、2027年度までを計

画期間とする三島市水道事業経営戦略に基づき、持続可能な経営基盤による安定した水道事業

運営に努めているところではあるが、この経営戦略において「今後の取り組み」として示され

ている施策をより積極的に検討し、推進することにより、今後も安全でおいしい水の供給をよ

り安定的に持続させるための経営基盤強化に努められたい。 
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0
0

9
3
.8

1
8
,8

0
0
,0

0
0

1
0
8
.2

  
  

(1
)企

業
債

2
8
0
,0

0
0
,0

0
0

2
4
8
,8

0
0
,0

0
0

8
8
.9

8
5
.7

2
3
0
,0

0
0
,0

0
0

9
3
.8

1
8
,8

0
0
,0

0
0

1
0
8
.2

　
２
　

固
定

資
産

売
却

代
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)固

定
資

産
売

却
代

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
６
　

県
支

出
金

1
3
,4

5
3
,0

0
0

1
4
,8

1
6
,0

0
0

1
1
0
.1

5
.1

5
,8

1
7
,0

0
0

2
.4

8
,9

9
9
,0

0
0

2
5
4
.7

  
  

(1
)県

補
助

金
0

0
-

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(2
)県

交
付

金
1
3
,4

5
3
,0

0
0

1
4
,8

1
6
,0

0
0

1
1
0
.1

5
.1

5
,8

1
7
,0

0
0

2
.4

8
,9

9
9
,0

0
0

2
5
4
.7

　
７
　

工
事

負
担

金
7
,8

1
2
,0

0
0

2
6
,5

5
9
,9

3
8

3
4
0
.0

9
.2

9
,2

4
6
,6

0
0

3
.8

1
7
,3

1
3
,3

3
8

2
8
7
.2

  
  

(1
)工

事
負

担
金

7
,8

1
2
,0

0
0

2
6
,5

5
9
,9

3
8

3
4
0
.0

9
.2

9
,2

4
6
,6

0
0

3
.8

1
7
,3

1
3
,3

3
8

2
8
7
.2

　
８
　

寄
附

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)工

事
寄

附
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

資
本

的
支

出
1
,0

0
3
,1

6
7
,0

0
0

7
9
6
,5

1
0
,9

4
5

7
9
.4

1
0
0
.0

7
3
9
,1

8
7
,4

2
2

1
0
0
.0

5
7
,3

2
3
,5

2
3

1
0
7
.8

　
１
　

建
設

改
良

費
8
1
2
,3

6
5
,0

0
0

6
0
5
,7

0
9
,2

8
8

7
4
.6

7
6
.0

5
5
7
,7

0
6
,5

4
3

7
5
.4

4
8
,0

0
2
,7

4
5

1
0
8
.6

  
  

(1
)配

水
管

延
長

工
事

費
6
0
2
,0

3
1
,0

0
0

5
2
5
,9

2
3
,5

7
0

8
7
.4

6
6
.0

5
3
2
,2

5
9
,8

6
6

7
2
.0

△
6
,3

3
6
,2

9
6

9
8
.8

  
  

(2
)簡

易
水

道
建

設
費

2
0
5
,0

8
5
,0

0
0

7
6
,2

3
8
,0

0
0

3
7
.2

9
.6

8
,9

1
0
,0

0
0

1
.2

6
7
,3

2
8
,0

0
0

8
5
5
.6

  
  

(3
)営

業
設

備
費

5
,2

4
9
,0

0
0

3
,5

4
7
,7

1
8

6
7
.6

0
.4

1
6
,5

3
6
,6

7
7

2
.2

△
1
2
,9

8
8
,9

5
9

2
1
.5

　
２
　

企
業

債
償

還
金

1
9
0
,8

0
2
,0

0
0

1
9
0
,8

0
1
,6

5
7

9
9
.9

2
4
.0

1
8
1
,4

8
0
,8

7
9

2
4
.6

9
,3

2
0
,7

7
8

1
0
5
.1

　
  

(1
)企

業
債

償
還

金
1
9
0
,8

0
2
,0

0
0

1
9
0
,8

0
1
,6

5
7

9
9
.9

2
4
.0

1
8
1
,4

8
0
,8

7
9

2
4
.6

9
,3

2
0
,7

7
8

1
0
5
.1

令
和

　
２
　

年
 度

　
前

年
度

決
算

対
比
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 別
表

第
４

 令
和

３
年

度
水

道
事

業
会

計
比

較
貸

借
対

照
表

（
 消

費
税

抜
 ）

（
単

位
：
円

，
％

）

比
 較

 増
 減

前
年

度
比

 較
 増

 減
前

年
度

　
金

  
額

　
　

Ａ
構

成
比

　
金

  
額

　
　

B
構

成
比

Ａ
　

－
  

Ｂ
伸

 率
　

金
  

額
　

　
Ａ

構
成

比
　

金
  

額
　

　
B

構
成

比
Ａ

　
－

  
Ｂ

伸
 率

資
  

産
1
4
,0

1
4
,6

7
0
,9

5
3

1
0
0
.0

1
3
,8

0
3
,6

1
2
,2

3
1

1
0
0
.0

2
1
1
,0

5
8
,7

2
2

1
0
1
.5

負
  

債
5
,3

1
6
,7

7
7
,9

7
1

3
8
.0

5
,3

3
2
,3

6
5
,2

9
6

3
8
.7

△
1
5
,5

8
7
,3

2
5

9
9
.7

１
固

定
資

産
1
1
,9

7
1
,4

7
0
,2

3
7

8
5
.5

1
1
,8

5
1
,6

4
0
,0

8
3

8
5
.9

1
1
9
,8

3
0
,1

5
4

1
0
1
.0

１
固

定
負

債
4
,0

3
3
,1

1
9
,7

4
6

2
8
.8

3
,9

8
7
,8

8
8
,5

5
9

2
8
.9

4
5
,2

3
1
,1

8
7

1
0
1
.1

 (
1
)有

形
固

定
資

産
1
1
,9

6
4
,7

0
0
,6

7
2

8
5
.4

1
1
,8

4
3
,6

0
7
,1

9
2

8
5
.8

1
2
1
,0

9
3
,4

8
0

1
0
1
.0

 (
1
)企

業
債

4
,0

3
1
,3

9
6
,8

4
6

2
8
.8

3
,9

8
6
,5

7
3
,7

5
9

2
8
.9

4
4
,8

2
3
,0

8
7

1
0
1
.1

 (
2
)無

形
固

定
資

産
6
,7

6
9
,5

6
5

0
.1

8
,0

3
2
,8

9
1

0
.1

△
1
,2

6
3
,3

2
6

8
4
.3

 (
2
)引

当
金

1
,7

2
2
,9

0
0

0
.0

1
,3

1
4
,8

0
0

0
.0

4
0
8
,1

0
0

1
3
1
.0

２
流

動
資

産
2
,0

4
3
,2

0
0
,7

1
6

1
4
.5

1
,9

5
1
,9

7
2
,1

4
8

1
4
.1

9
1
,2

2
8
,5

6
8

1
0
4
.7

 (
3
)そ

の
他

固
定

負
債

0
0
.0

0
0
.0

0
-

 (
1
)現

金
預

金
1
,8

3
5
,1

6
1
,5

3
7

1
3
.1

1
,7

4
7
,2

4
4
,4

7
1

1
2
.6

8
7
,9

1
7
,0

6
6

1
0
5
.0

２
流

動
負

債
4
4
4
,9

9
5
,9

9
7

3
.2

5
0
4
,2

1
1
,2

6
0

3
.7

△
5
9
,2

1
5
,2

6
3

8
8
.3

 (
2
)未

収
金

1
8
8
,8

0
9
,3

4
0

1
.3

1
8
7
,6

0
4
,5

5
6

1
.4

1
,2

0
4
,7

8
4

1
0
0
.6

 (
1
)企

業
債

2
0
3
,9

7
6
,9

1
3

1
.5

1
9
0
,8

0
1
,6

5
7

1
.4

1
3
,1

7
5
,2

5
6

1
0
6
.9

 (
3
)貯

蔵
品

1
4
,4

3
7
,1

1
3

0
.1

1
4
,5

3
0
,3

9
4

0
.1

△
9
3
,2

8
1

9
9
.4

 (
2
)未

払
金

1
7
3
,8

0
6
,9

5
4

1
.2

2
4
5
,7

5
2
,9

6
7

1
.8

△
7
1
,9

4
6
,0

1
3

7
0
.7

 (
4
)そ

の
他

流
動

資
産

4
,7

9
2
,7

2
6

0
.0

2
,5

9
2
,7

2
7

0
.0

2
,1

9
9
,9

9
9

1
8
4
.9

 (
3
)引

当
金

1
0
,5

2
8
,0

0
0

0
.1

1
0
,4

9
3
,0

0
0

0
.1

3
5
,0

0
0

1
0
0
.3

 (
4
)そ

の
他

流
動

負
債

5
6
,6

8
4
,1

3
0

0
.4

5
7
,1

6
3
,6

3
6

0
.4

△
4
7
9
,5

0
6

9
9
.2

３
繰

延
収

益
8
3
8
,6

6
2
,2

2
8

6
.0

8
4
0
,2

6
5
,4

7
7

6
.1

△
1
,6

0
3
,2

4
9

9
9
.8

 (
1
)長

期
前

受
金

8
3
8
,6

6
2
,2

2
8

6
.0

8
4
0
,2

6
5
,4

7
7

6
.1

△
1
,6

0
3
,2

4
9

9
9
.8

資
  

本
8
,6

9
7
,8

9
2
,9

8
2

6
2
.0

8
,4

7
1
,2

4
6
,9

3
5

6
1
.3

2
2
6
,6

4
6
,0

4
7

1
0
2
.7

１
資

本
金

6
,8

9
3
,6

6
8
,6

0
6

4
9
.2

6
,8

2
3
,4

1
8
,2

4
9

4
9
.4

7
0
,2

5
0
,3

5
7

1
0
1
.0

 (
1
)資

本
金

6
,8

9
3
,6

6
8
,6

0
6

4
9
.2

6
,8

2
3
,4

1
8
,2

4
9

4
9
.4

7
0
,2

5
0
,3

5
7

1
0
1
.0

２
剰

余
金

1
,8

0
4
,2

2
4
,3

7
6

1
2
.8

1
,6

4
7
,8

2
8
,6

8
6

1
1
.9

1
5
6
,3

9
5
,6

9
0

1
0
9
.5

 (
1
)資

本
剰

余
金

3
5
0
,3

3
5
,6

6
4

2
.5

3
4
9
,7

6
8
,8

6
8

2
.5

5
6
6
,7

9
6

1
0
0
.2

 (
2
)利

益
剰

余
金

1
,4

5
3
,8

8
8
,7

1
2

1
0
.3

1
,2

9
8
,0

5
9
,8

1
8

9
.4

1
5
5
,8

2
8
,8

9
4

1
1
2
.0

  
合

  
  

  
  

計
1
4
,0

1
4
,6

7
0
,9

5
3

1
0
0
.0

1
3
,8

0
3
,6

1
2
,2

3
1

1
0
0
.0

2
1
1
,0

5
8
,7

2
2

1
0
1
.5

 合
  

  
  

  
計

1
4
,0

1
4
,6

7
0
,9

5
3

1
0
0
.0

1
3
,8

0
3
,6

1
2
,2

3
1

1
0
0
.0

2
1
1
,0

5
8
,7

2
2

1
0
1
.5

科
  

  
 目

令
和

　
３
　

年
 度

令
和

　
２
　

年
 度

科
  

  
 目

令
和

　
3
　

年
 度

令
和

　
２
　

年
 度
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 別
表

第
５

経
  
  
  
 営

  
  
  
 分

  
  
  
 析

  
  
  
 指

  
  
  
 標

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

令
和

3
年

度
令

和
2
年

度
令

和
元

年
度

県
下

市
平

均
全

国
平

均

※
固

定
資

産
回

転
率

に
お

い
て

総
資

本
回

転
率

回
0
.1

0
0
.1

1
0
.1

1
0
.0

9
0
.0

9
固

定
資

産

  
＝

固
定

資
産

－
建

設
仮

勘
定

自
己

資
本

回
転

率
回

0
.1

5
0
.1

6
0
.1

6
0
.1

2
0
.1

2
総

資
産

  
＝

固
定

資
産

＋
流

動
資

産

　
　

＋
繰

延
勘

定

固
定

資
産

回
転

率
回

0
.1

2
0
.1

2
0
.1

3
0
.1

0
0
.1

1

総
資

本

  
＝

固
定

負
債

＋
流

動
負

債

流
動

資
産

回
転

率
回

0
.7

2
0
.7

3
0
.7

9
0
.7

6
0
.6

8
　

　
＋

繰
延

収
益

  
  

＋
資

本
金

＋
剰

余
金

自
己

資
本

  
＝

資
本

金
＋

剰
余

金

  
＋

繰
延

収
益

固
定

資
産

固
定

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
8
5
.4

2
8
5
.8

6
8
5
.1

1
8
8
.6

5
8
6
.5

7

総
資

産

流
動

資
産

流
動

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
1
4
.5

8
1
4
.1

4
1
4
.8

9
1
1
.3

5
1
3
.4

3

総
資

産

固
定

負
債

固
定

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
2
8
.7

8
2
8
.8

9
2
8
.5

6
2
3
.7

5
2
0
.4

7

総
資

本

流
動

負
債

流
動

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
3
.1

7
3
.6

5
6
.0

2
3
.6

6
3
.7

2

総
資

本

自
己

資
本

自
己

資
本

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
6
8
.0

5
6
7
.4

6
6
5
.4

2
7
2
.5

9
7
5
.8

1

総
資

本

固
定

資
産

固
定

長
期

適
合

率
×

 1
0
0

％
8
8
.2

2
8
9
.1

1
9
0
.5

6
9
2
.0

7
8
9
.9

2

自
己

資
本

＋
固

定
負

債

固
定

資
産

固
定

比
率

×
 1

0
0

％
1
2
5
.5

3
1
2
7
.2

8
1
3
0
.0

8
1
2
2
.1

9
1
1
4
.2

0

自
己

資
本

-
-

( 
期

首
貯

蔵
品

＋
期

末
貯

蔵
品

 )
  

÷
 ２

長 期 健 全 性 等

総
資

産
に

対
す

る
固

定
資

産
・
流

動
資

産
の

占
め

る
割

合
で

、
固

定
資

産
構

成
比

率
が

大
で

あ
れ

ば
資

本
が

固
定

化
の

傾
向

に
あ

り
、

流
動

資
産

構
成

比
率

が
大

で
あ

れ
ば

流
動

性
は

良
好

と
な

る
。

な
お

、
こ

の
二

つ
の

比
率

を
加

え
る

と
1
0
0
％

に
な

る
。

総
資

本
に

対
す

る
固

定
負

債
・
流

動
負

債
・
自

己
資

本
の

占
め

る
割

合
で

、
自

己
資

本
構

成
比

率
が

大
で

あ
る

ほ
ど

経
営

の
安

全
性

は
大

き
い

も
の

と
言

え
る

が
、

膨
大

な
設

備
投

資
資

金
の

ほ
と

ん
ど

を
企

業
債

に
依

存
す

る
公

営
企

業
で

は
、

必
然

的
に

低
比

率
と

な
る

。
な

お
、

こ
の

三
つ

の
比

率
を

加
え

る
と

1
0
0
％

と
な

る
。

固
定

資
産

が
長

期
的

に
活

用
可

能
な

資
本

や
負

債
に

よ
っ

て
調

達
さ

れ
て

い
る

割
合

を
表

す
。

1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
、

短
期

間
に

返
済

の
必

要
な

資
金

も
固

定
資

産
に

投
入

し
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

固
定

資
産

が
自

己
資

本
に

占
め

る
割

合
を

表
す

。
1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
借

入
金

で
設

備
投

資
を

行
っ

て
い

る
こ

と
を

示
し

、
償

還
・
利

息
払

い
の

負
担

が
生

じ
る

。

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

企
業

の
経

営
活

動
に

投
じ

ら
れ

る
運

転
資

金
の

利
用

度
で

、
高

い
ほ

ど
効

率
的

に
収

益
に

貢
献

し
て

い
る

こ
と

を
示

す
。

( 
期

首
流

動
資

産
＋

期
末

流
動

資
産

 )
  

÷
 ２

貯
蔵

品
回

転
率

(期
首

貯
蔵

品
＋

当
年

度
購

入
額

＋
発

生
品

－
期

末
貯

蔵
品

)
貯

蔵
品

の
使

用
・
利

用
度

を
示

し
、

率
が

高
い

ほ
ど

良
い

と
さ

れ
る

。
回

3
.2

2
2
.6

6
4
.0

0

資 産 ・ 資 本 の 有 効 利 用 等

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

企
業

に
投

下
さ

れ
運

用
さ

れ
て

い
る

資
本

の
効

率
で

、
高

い
ほ

ど
資

本
が

効
率

的
に

収
益

に
転

換
し

て
い

る
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

総
資

本
＋

期
末

総
資

本
 )

  
÷

 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

自
己

資
本

の
活

動
能

率
を

示
し

、
高

い
ほ

ど
投

下
自

己
資

本
に

対
し

て
営

業
活

動
が

活
発

な
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

自
己

資
本

＋
期

末
自

己
資

本
 )

  
÷

 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

固
定

資
産

と
営

業
収

益
の

比
率

で
、

一
般

的
に

高
い

ほ
う
が

望
ま

し
い

。
低

く
な

る
ほ

ど
投

資
効

率
が

低
い

（
過

大
で

あ
る

）
こ

と
を

示
す

。
※

(期
首

固
定

資
産

＋
期

末
固

定
資

産
 )

 ÷
２

単 位
比

　
 　

　
　

率
( 

参
  

考
 )

分
 析

 項
 目

算
  

  
  

 式
令

和
2
年

度
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下水道事業会計 

第１ 下水道事業の概要 

１ 業務実績について 

（1）業務の普及状況は、次のとおりである。 

 

 

本年度末の行政区域内人口は、107,923人で、令和 2年度（以下「前年度」という。）末の

108,788人と比較して 865 人、処理区域内人口は 91,392人で、前年度末の 91,659 人と比較

して 267人それぞれ減少している。 

また、普及率は 84.7％で、前年度の 84.3％と比較して 0.4 ポイント上昇している。 

水洗化人口は、84,836 人で前年度の 85,001 人と比較して 165 人減少したものの、処理

区域内人口も減少していることから、水洗化率は 92.8％で、前年度の 92.7％と比較して 0.1

ポイント上昇している。  

単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率(%)

行政区域内人口 Ａ 人 107,923 108,788 △865 △ 0.8

処理区域内人口 Ｂ 人 91,392 91,659 △267 △ 0.3

水 洗 化 人 口 Ｃ 人 84,836 85,001 △165 △ 0.2

普 及 率 Ｂ/Ａ ％ 84.7 84.3 0.4 －

水 洗 化 率 Ｃ/Ｂ ％ 92.8 92.7 0.1 －

処 理 面 積 ha 1,353.0 1,341.1 11.9 0.9

管 渠 延 長 ｍ 338,710 336,377 2,333 0.7

令和２年度
県下平均普及率

％ 64.3

令和２年度
全国平均普及率

％ 80.1

区　　　分

参
考
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２ 年間処理水量の状況 

（1）年間処理水量の状況は、次のとおりである。 

 

年間処理水量は 12,929,350 ㎥で、前年度の 13,180,140㎥と比較して 250,790 ㎥

（1.9％）減少している。このうち、収入の対象となる有収処理水量は 9,834,609㎥で、前

年度に比べ 8,150 ㎥（0.1％）減少している。 

有収率は 76.1％で、前年度に比べ 1.4ポイント上昇している。 

 

３ 建設改良事業の執行状況 

（1）建設改良事業の執行状況は、次のとおりである。 

  

令和３年度 構成比 令和２年度 構成比 比較増減 増減率

12,929,350 100.0 13,180,140 100.0 △250,790 △1.9

有収処理水量 6,083,884 47.1 6,056,692 46.0 27,192 0.4

無収処理水量 2,944,386 22.8 2,932,278 22.2 12,108 0.4

有収処理水量 3,750,725 29.0 3,786,067 28.7 △35,342 △0.9

無収処理水量 150,355 1.1 405,103 3.1 △254,748 △62.9

有収率 有収率

76.1 74.7

無収処理水量 3,094,741 23.9 3,337,381 25.3 △242,640 △7.3
計

有収処理水量 9,834,609 9,842,759 △8,150 △0.1

（単位：㎥，％）

区　　　分

年間処理水量

三島終末

処理場

西部浄化

センター

区　　　分 計　　画 実　　施 執行率

管 路 施 設 工 事 費 （ 単 独 ） 332,419 242,997 73.1

施工延長（ｍ） 896.0 725.7 81.0

管 路 施 設 工 事 費 （ 流 域 ） 239,656 193,360 80.7

施工延長（ｍ） 1,365.7 1,014.3 74.3

管 路 施 設 工 事 費 （ 特 環 ） 273,786 168,172 61.4

施工延長（ｍ） 1,700.0 1,057.2 62.2

ポ ン プ 場 施 設 工 事 費 68,678 35,864 52.2

処 理 場 施 設 工 事 費 116,332 43,351 37.3

受 益 者 分 担 金 及 び 受 益 者 負 担 金

徴 収 事 務 費 6,879 5,827 84.7

流 域 下 水 道 県 事 業 負 担 金 24,125 24,124 99.9

リ ー ス 債 務 支 払 額 443 443 99.9

計 1,062,318 714,138 67.2

（単位：千円，％）
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管路施設工事費（単独）242,997千円は、計画（予算額）に対する執行率は 73.1％であ

り、これは主に管渠布設工事 1件が中止となったことによる。また、執行の主なものは工事

請負費 205,688千円で、その内訳は管渠布設工事（2件、令和 2年度繰越工事 1件含む）

27,026千円、管路耐震化工事（4件、令和 2年度繰越工事 1件含む）143,143 千円、管路改

築工事（2件）35,519千円であり、これら工事により施工延長距離は 725.7ｍで計画に対す

る執行率は 81.0％となった。そのほか委託料 20,834 千円は令和 2年度繰越事業である公共

下水道ストックマネジメント計画策定業務委託 10,340 千円外 2件の委託料を含め、前年度

に比べ 14,920 千円（252.3％）増加している。また、東駿河湾広域都市計画下水道三島市公

共下水道都市計画決定変更図書作成業務委託 5,000 千円を地方公営企業法第 26 条第 1項の

規定により翌年度に繰り越している。 

管路施設工事費（流域）193,360千円は、計画（予算額）に対する執行率は 80.7％であ

り、これは主に管渠布設工事 2件 17,500千円を地方公営企業法第 26 条第 1項の規定により

翌年度に繰り越したことによる。また、執行の主なものは工事請負費 162,711 千円で、その

内訳は管渠布設工事（9件、令和 2年度繰越工事 2件、令和 3年度繰越工事 2件含む）

114,608千円、管路改築工事（2件、令和 2年度繰越工事 1件含む）29,656 千円、機械電気

設備工事（1件）18,447千円であり、これら工事により施工延長距離は 1014.3ｍで計画に対

する執行率は 74.3％となった。そのほか加茂汚水幹線枝線実施設計業務委託外 1件の委託料

18,920千円が皆増している。 

管路施設工事費（特環）168,172千円は、計画（予算額）に対する執行率は 61.4％であ

り、これは主に管渠布設工事 3件が中止となったことによる。また、執行の主なものは工事

請負費 149,518千円で、その内訳は管渠布設工事（6件、令和 2年度繰越工事 4件含む）で

あり、これら工事により施工延長距離は 1057.2ｍで計画に対する執行率は 62.2％となっ

た。また、工事発注及び施工時期の平準化の取り組みとして、翌年度当初に予定する錦が丘

マンホールポンプ場に伴う汚水貯留槽設置工事にゼロ債務負担行為を設定した。 

ポンプ場施設工事費 35,864 千円は、計画（予算額）に対する執行率は 52.2％であり、こ

れは主に南部汚水中継ポンプ場機械設備増設工事外 1件 32,522 千円を地方公営企業法第 26 

条第 1項の規定により翌年度に繰り越したことによる。また、執行の主なものは工事請負費

31,531千円で、その内訳は南部汚水中継ポンプ場第１ポンプ井防食工事（第 3工区）外令和

3年度繰越工事 2件である。そのほか委託料 213千円はポンプ場機器資材価格調査業務であ

り、前年度に比べ 6,321千円（96.7％）減額している。これは令和 2年度の南部汚水中継ポ

ンプ場機械電気設備増設実施設計業務委託 6,534千円が皆減したことによる。 

処理場施設工事費 43,351 千円は、計画（予算額）に対する執行率は 37.3％であり、これ

は主に終末処理場最初沈殿池自動スクリーン更新工事（第 186 工区）外 2件が中止となった

ことや、終末処理場 1-2生汚泥引抜機械設備更新工事（第 187工区）外 2件 49,850千円を

地方公営企業法第 26 条第 1項の規定により翌年度に繰り越したことによる。また、執行の

主なものは工事請負費 28,300 千円で、その内訳は令和 3年度繰越工事 3件である。そのほ

か終末処理場放流渠調査業務委託の委託料 2,871千円が皆増している。 
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４ 三島終末処理場の稼働状況 

（1）三島終末処理場の晴天時の稼働状況は、次のとおりである。 

 

1日処理能力は、30,400㎥で前年度と同量である。これに対し 1日平均処理水量は 23,637

㎥で、前年度に比べ 893㎥（3.9％）増加している。また、1日最大処理水量は 33,070 ㎥で、

前年度に比べ 90㎥（0.3％）減少している。 

施設利用率は効率的に施設を利用できているかを判断する指標であり、本年度は 77.8％で

前年度と比較して 3.0ポイント上昇した。 

負荷率は施設が平均的に稼働しているかを判断する指標であり、本年度は 71.5％で前年度

と比較して 2.9ポイント上昇した。 

 最大稼働率は施設が年間を通じて最も処理水量が多かった日の利用状況を判断する指標で

あり、本年度は 108.8％で前年度と比較して 0.3ポイント低下した。 

  

単位 令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率(%)

1日 最大 処理 水量 Ａ ㎥ 33,070 33,160 △90 △0.3

1日 平均 処理 水量 Ｂ ㎥ 23,637 22,744 893 3.9

1 日 処 理 能 力 Ｃ ㎥ 30,400 30,400 0 －

施 設 利 用 率 Ｂ/Ｃ ％ 77.8 74.8 3.0 －

負 荷 率 Ｂ/Ａ ％ 71.5 68.6 2.9 －

最 大 稼 働 率 Ａ/Ｃ ％ 108.8 109.1 △0.3 －

区　　　分
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第２ 予算の執行状況 

１ 収益的収支の状況 

 

２ 資本的収支の状況 

 

資本的収入の決算額は 1,376,585千円で、前年度に比べ 81,933千円（6.3％）増加してい

る。これは主に地方公共団体金融機構等から借入れた企業債が 61,200 千円（6.4％）減少し

たものの、企業債元金償還等に充てる一般会計からの出資金が 60,200 千円（32.4％）、国か

ら交付される単独公共（管渠）整備事業費社会資本整備交付金等の国庫支出金が 82,053 千

円（63.2％）増加したことによる。また、予算に対する執行率は 79.8％となっており、これ

は主に建設改良事業の一部を翌年度に繰越したことにより、繰越事業の財源である国庫補助

金の収入及び企業債の発行が翌年度に繰越されたためである。 

（1）収益的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

2,370,371 2,362,059 99.6 2,382,352 △ 20,293 △ 0.9

営 業 収 益 1,097,924 1,102,174 100.4 1,099,736 2,438 0.2

（うち下水道使用料） 1,097,004 1,101,631 100.4 1,099,683 1,948 0.2

営 業 外 収 益 1,272,447 1,259,885 99.0 1,282,616 △ 22,731 △ 1.8

（2）収益的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

2,335,517 2,308,422 98.8 2,338,722 △ 30,300 △ 1.3

営 業 費 用 2,094,963 2,070,411 98.8 2,077,575 △ 7,164 △ 0.3

営 業 外 費 用 240,454 238,011 99.0 261,147 △ 23,136 △ 8.9

特 別 損 失 0 0 ― 0 0 ―

予 備 費 100 0 0.0 0 0 ―

下 水 道 事 業 収 益

（単位：千円，％）

（単位：千円，％）

下 水 道 事 業 費 用

（1）資本的収入の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

1,724,544 1,376,585 79.8 1,294,652 81,933 6.3

企 業 債 1,211,300 894,000 73.8 955,200 △61,200 △ 6.4

出 資 金 246,000 246,000 100.0 185,800 60,200 32.4

国 庫 支 出 金 242,454 211,811 87.4 129,758 82,053 63.2

分担金及び負担金 19,788 19,774 99.9 13,894 5,880 42.3

固定資産売却代金 1 0 0.0 0 0 ―

寄 附 金 1 0 0.0 0 0 ―

他 会 計 支 出 金 5,000 5,000 100.0 10,000 △5,000 △ 50.0

資 本 的 収 入

（単位：千円，％）
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資本的支出の決算額は 2,094,983千円で、予算に対する執行率は 85.7％となっており、前

年度に比べ 88,495 千円（4.4％）増加している。 

建設改良費の執行状況については、P24「３建設改良事業の執行状況」のとおりである。 

企業債償還金 1,376,015千円は、地方公共団体金融機構等への元金償還金である。 

他会計補助金返還金 4,830 千円の皆増は、一般会計補助金を財源とした令和 2年度繰越事

業公共下水道ストックマネジメント計画策定業務の精算に伴い発生した、一般会計への補助

金返還金である。 

なお、最近 5 か年の借入額、償還額及び未償還残高の推移は次のとおりである。 

 

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 718,398 千円は、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 42,712 千円、過年度分損益勘定留保資金 44,114 千円、当年度分損益勘

定留保資金 631,572 千円で補てんされている。 

 

３ その他予算の執行状況 

（1）予算に定めた限度額等 

債務負担行為に係る契約は予算に定めた事項、限度額及び期間の範囲内で締結された。 

企業債の本年度起債予定額は、予算に定めた限度額 1,032,400 千円の範囲内であり、起債

の目的、方法、利率及び償還の方法も予算に基づいて執行されていた。 

一時借入金は 350,000千円の借入がされたが、予算に定めた限度額 1,200,000 千円の範囲

内であった。 

予算に定めた予定支出の各項の経費の金額の流用及び議会の議決を経なければ流用するこ

とのできない経費についての流用はなかった。 

他会計からの補助金については、一般会計から 184,200 千円の補助を受けており、これは

予算に定めた 197,200千円の範囲内であった。  

（2）資本的支出の執行状況は、次のとおりである。

科　　　目 予算額 決算額 執行率 前年度決算額 比較増減 増減率

2,443,262 2,094,983 85.7 2,006,488 88,495 4.4

建 設 改 良 費 1,062,318 714,138 67.2 643,862 70,276 10.9

企 業 債 償 還 金 1,376,114 1,376,015 99.9 1,362,626 13,389 1.0

他会計補助金返還金 4,830 4,830 100.0 0 4,830 皆増

（単位：千円，％）

資 本 的 支 出

（単位：千円）

元金 利子

H29 1,108,300 1,256,826 344,004 18,361,691

H30 885,500 1,293,143 317,111 17,954,048

R1 998,400 1,335,087 288,671 17,617,361

R2 955,200 1,362,626 260,676 17,209,935

R3 894,000 1,376,015 236,209 16,727,920

年度 借入額
償還額

未償還残高
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第３ 経営状況 

１ 経営成績は次のとおりである。 

 

※「別表第２ 下水道事業会計比較損益計算書」参照 

本年度の経営成績は、総収益 2,243,849千円に対し総費用は 2,232,924千円で、差引き

10,925千円の純利益となっており、前年度に比べ利益が 2,469千円（29.2％）増加してい

る。 

営業収益は 1,002,028千円で、前年度に比べ 2,261千円（0.2％）増加している。これは

主に、下水道使用料 1,001,485 千円が、前年度に比べ 1,770千円（0.2％）増加し、受託工

事収益 511 千円が皆増したことによる。 

営業外収益は 1,241,821千円で、前年度に比べ 29,761 千円（2.3％）減少している。これ

は主に、他会計補助金 179,200 千円が、前年度に比べ 25,500 千円（16.6％）増加したもの

の、他会計負担金 552,900 千円が、分流式下水道等に要する経費の減少に伴い、前年度に比

べ 50,900千円（8.4％）減少したことによる。 

営業費用は 1,994,041千円で、前年度に比べ 6,774 千円（0.3％）減少している。これは

主に、処理場施設管理費が修繕料等の増加に伴い、16,773千円（5.8％）増加したものの、

佐野見晴台汚水管調査業務委託等の委託料が減少したことにより管路施設管理費（流域）が

9,044千円（18.1％）、流域下水道維持管理負担金（責任水量超過分）が発生しなかったこと

等により総係費が 12,073 千円（2.9％）それぞれ減少したことによる。 

営業外費用は 238,883千円で、前年度に比べ 23,195 千円（8.9％）減少している。これは

主に、支払利息及び企業債取扱諸費が 24,532 千円（9.4％）減少したことによる。  

令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率

総　収　益 2,243,849 2,271,349 △27,500 △ 1.2

経常収益 2,243,849 2,271,349 △27,500 △ 1.2

営業収益 1,002,028 999,767 2,261 0.2

営業外収益 1,241,821 1,271,582 △29,761 △ 2.3

特別利益 0 0 0 －

総　費　用 2,232,924 2,262,893 △29,969 △ 1.3

経常費用 2,232,924 2,262,893 △29,969 △ 1.3

営業費用 1,994,041 2,000,815 △6,774 △ 0.3

営業外費用 238,883 262,078 △23,195 △ 8.9

特別損失 0 0 0 －

10,925 8,456 2,469 29.2

10,925 8,456 2,469 29.2

（単位：千円，％）

経常損益（経常収益―経常費用）

純損益（総収益―総費用）

区　　　分
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２ 汚水１㎥当たりの使用料単価及び処理原価は次のとおりである。 

 

 

 

１㎥あたりの使用料単価は 101円 83 銭で、処理原価は 150 円 55銭であり、前年度に比べ

使用料単価は 26銭増加し、処理原価は 42 銭減少している。 

この結果、１㎥当たりの処理損益は 48円 72銭の損失となり、前年度に比べ 68 銭損失が

減少している。 

また、前年度の全国平均値と比べると、使用料単価は 31円 63 銭下回り、処理原価は 13

円 97銭上回ったため、処理損益（損失）は 45円 60銭上回っている。 

 

  

（単位：円，％）

令和３年度 令和２年度 比較増減
令和２年度
全国平均

Ａ 101.83 101.57 0.26 133.46

Ｂ 150.55 150.97 △0.42 136.58

維持管 理費 85.02 86.32 △1.30 74.29

資 本 費 65.53 64.65 0.88 62.29

Ａ-Ｂ △48.72 △49.40 0.68 △ 3.12

Ａ/Ｂ 67.6 67.3 0.3 97.7

処 理 損 益

区　　分

使 用 料 単 価

処 理 原 価

経 費 回 収 率

使用料単価 ＝
下水道使用料

処理原価 ＝
（維持管理費+資本費）- 公費負担分 

有収処理水量 有収処理水量
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３ 財政状態を示す貸借対照表は次のとおりである。 

 
（1）資産 

資産は 32,321,964 千円で、前年度に比べ 525,783 千円（1.6％）減少している。 

固定資産は 32,032,625千円で、前年度に比べ 488,817 千円（1.5％）減少している。 

有形固定資産は、当年度増加額は 706,815 千円、減少額は 80,575千円で、年度末現在高は

33,801,850千円となり、当年度減価償却累計額 4,123,108 千円を差し引いた年度末償却未済

高は 29,678,742千円となった。 

流動資産は 289,339 千円で、前年度に比べ 36,966 千円（11.3％）減少している。これは主

に、消費税及び地方消費税還付金の増加等に伴い、未収金が 9,432 千円（5.8％）増加したも

のの、現金預金が前年度に比べ 41,866 千円（26.3％）、翌年度繰越事業に係る仮払消費税分

令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率

資　　産 32,321,964 32,847,747 △ 525,783 △ 1.6

32,032,625 32,521,442 △ 488,817 △ 1.5

有形固定資産 29,678,742 30,098,916 △ 420,174 △ 1.4

無形固定資産 2,353,883 2,422,526 △ 68,643 △ 2.8

289,339 326,305 △ 36,966 △ 11.3

現金預金 117,289 159,155 △ 41,866 △ 26.3

未収金 172,008 162,576 9,432 5.8

その他流動資産 42 4,574 △ 4,532 △ 99.1

32,321,964 32,847,747 △525,783 △ 1.6

30,372,057 31,154,778 △782,721 △ 2.5

固定負債 15,352,187 15,835,295 △483,108 △ 3.1

企業債 15,351,263 15,833,920 △482,657 △ 3.0

リース債務 924 1,375 △451 △ 32.8

流動負債 1,634,678 1,640,821 △6,143 △ 0.4

企業債 1,376,657 1,376,015 642 0.0

リース債務 451 443 8 1.8

未払金 243,009 251,981 △8,972 △ 3.6

引当金 10,213 10,350 △137 △ 1.3

その他流動負債 4,348 2,032 2,316 114.0

繰延収益 13,385,192 13,678,662 △293,470 △ 2.1

長期前受金 13,385,192 13,678,662 △293,470 △ 2.1

1,949,907 1,692,969 256,938 15.2

資 本 金 1,369,213 1,123,213 246,000 21.9

資本金 1,369,213 1,123,213 246,000 21.9

剰 余 金 580,694 569,756 10,938 1.9

資本剰余金 552,849 552,836 13 0.0

利益剰余金 27,845 16,920 10,925 64.6

（単位：千円，％）

科　　目

負　　債

資　　本

負債及び資本

流動資産

固定資産
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が減少したことに伴い、その他流動資産が 4,532千円（99.1％）それぞれ減少したためであ

る。 

 

（2）負債及び資本 

本年度末の負債は 30,372,057 千円で、前年度に比べ 782,721 千円（2.5％）減少してい

る。 

固定負債は 15,352,187千円で、前年度に比べ 483,108 千円（3.1％）減少している。これ

は主に企業債が 482,657千円（3.0％）減少したためである。 

流動負債は 1,634,678千円で、前年度に比べ 6,143 千円（0.4％）減少している。これは主

に流域下水道維持管理負担金（責任水量超過分）が皆減したことに伴い、未払金が 8,972千

円（3.6％）減少したためである。未払金については令和 4年 5月末日までに 243,009 千円が

全額支払済となっていた。 

繰延収益は 13,385,192千円で、前年度に比べ 293,470 千円（2.1％）減少している。 

資本は 1,949,907 千円で、前年度に比べ 256,938千円（15.2％）増加している。これは主

に一般会計から地方公営企業法第 17条の２の規定に基づいた出資を受け、繰入資本金の増

加に伴い資本金が 246,000 千円（21.9％）増加し、建設改良積立金 8,000 千円が増加したこ

と等に伴い、利益剰余金が 10,925千円（64.6％）増加したためである。 

 

（3）経営分析指標の主なものは次のとおりである。 

   

   資本の有効利用を示す固定資産回転率は、高い方が望ましく、低くなるほど投資効率が低く

なるが、本年度は前年度と同率で、全国平均値を 0.01 ポイント下回っている。 

財政の長期健全性を示す自己資本構成比率は、数値が高くなるほど経営の安全性は大きくな

る。本年度は前年度に比べ 0.64 ポイント上昇したものの、全国平均値を 16.65 ポイント下回

っている。 

同じく長期健全性を示す固定長期適合率は、100％以下が望ましいとされる。本年度は前年

度に比べ 0.17ポイント上昇し、全国平均値を 2.99 ポイント上回っている。 

（単位：回，％）

区　　分 令和３年度 令和２年度
令和２年度
全国平均

指標の説明

営業収支比率 50.24 49.97 66.16 営業費用に対する営業収益比率

流 動 比 率 17.70 19.89 68.47
1年以内に現金化できる資産と支
払わなければならない負債との
比率

固定長期適合率 104.38 104.21 101.39
固定資産が長期的に活用可能な
資本や負債によって調達されて
いる割合

自己資本構成比率 47.44 46.80 64.09
総資本に対する固定負債・流動
負債・自己資本の占める割合

固定資産回転率 0.03 0.03 0.04 固定資産と営業収益の比率
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短期的支払能力を示す流動比率は、200％以上が望ましいとされる。本年度は前年度に比べ

2.19ポイント低下し、全国平均値を 50.77ポイント下回っている。 

利益率を示す営業収支比率は高いほど良く、100％未満は営業収支で損失が生じていること

を示す。本年度は前年度に比べ 0.27 ポイント上昇し、全国平均値を 15.92 ポイント下回って

いる。 

その他の指標については、「別表第５ 経営分析表」のとおりである。 

 

４ 資金の増減は、次のとおりである。（キャッシュ・フロー計算書） 

 

 

業務活動により増加した資金は 638,375千円、投資活動により減少した資金は 443,783 千

円で、財務活動により減少した資金は 236,458千円となっている。 

これにより、下水道事業会計の資金は前年度に比べ 41,866千円の減少となり、資金期末残

高は 117,289 千円となっている。  

令和３年度 令和２年度 比較増減

(通常の業務活動の実施による資金の増減)

(将来に向けた運営基盤の確立のために行わ
 れる投資活動による資金の増減)

(資金の調達及び返済による資金の増減)

159,155 153,120 6,035

117,289 159,155 △ 41,866

（単位：千円）

区　　　分

業務活動によるキャッシュ・フロー（A)
638,375 678,142 △ 39,767

△ 450,046 6,263

財務活動によるキャッシュ・フロー（C)
△ 236,458 △ 222,061 △ 14,397

投資活動によるキャッシュ・フロー（B)
△ 443,783

△ 47,901
（A)+（B)+（C)

資金期首残高（E)

資金期末残高（D)+（E)

本年度資金増減額（D)
△ 41,866 6,035
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５ 一般会計からの繰入状況は、次のとおりである。 

 

本年度の一般会計からの繰入総額は 983,100 千円となり、前年度に比べ 29,800 千円

（3.1％）増加している。収益的収入の繰入は 732,100 千円で、前年度に比べ 25,400 千円

（3.4％）減少し、資本的収入の繰入は 251,000千円で、前年度に比べ 55,200 千円

（28.2％）増加している。 

収益的収入への繰入で最も多いのは、他会計負担金の分流式下水道等に要する経費

493,131千円で、前年度に比べ 47,804 千円（8.8％）減少している。また、他会計補助金

179,200千円は、前年度に比べ 25,500 千円（16.6％）増加している。 

資本的収入への繰入で最も多いのは、出資金の下水道事業債（特別措置分）の償還に要す

る経費 190,750千円で、前年度に比べ 66,193 千円（53.1％）増加している。 

また、他会計支出金として資産取得のための補助金は 5,000 千円で、前年度に比べ 5,000

千円（50.0％）減少している。 

公営企業は、その事業経営において独立採算制が原則となっているが、一部の一般行政的

な性格を持つ事業などについては、料金収入によってその経費を賄うことが適当でないこと

から、一般会計において負担することとされている。 

下水道事業に係る繰出基準については、「令和 3年度の地方公営企業繰出金について」（令

和 3 年 4月 1日付総財公第 27号総務副大臣通知）により定められている。 

（単位：千円，％）

令和３年度 令和２年度 比較増減 増減率

収益的収入 732,100 757,500 △ 25,400 △ 3.4

営業外収益 732,100 757,500 △ 25,400 △ 3.4

他会計負担金 552,900 603,800 △ 50,900 △ 8.4

分流式下水道等に要する経費 493,131 540,935 △ 47,804 △ 8.8

下水道に排除される下水の規制に関する事務に要する経費 9,553 9,236 317 3.4

水洗便所に係る改造命令等に関する事務に要する経費 4,369 4,364 5 0.1

不明水の処理に要する経費 9,136 9,403 △ 267 △ 2.8

流域下水道の建設に要する経費 7,275 7,758 △ 483 △ 6.2

下水道事業債（特例措置分）の償還に要する経費 1,310 2,592 △ 1,282 △ 49.5

下水道事業債（特別措置分）の償還に要する経費 7,636 9,028 △ 1,392 △ 15.4

地方公営企業法の適用に要する経費 88 103 △ 15 △ 14.6

地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費 320 240 80 33.3

一般会計兼務職員人件費負担金 20,082 20,141 △ 59 △ 0.3

他会計補助金 179,200 153,700 25,500 16.6

経営助成補助金 179,200 153,700 25,500 16.6

資本的収入 251,000 195,800 55,200 28.2

出資金 246,000 185,800 60,200 32.4

他会計出資金 246,000 185,800 60,200 32.4

流域下水道の建設に要する経費 31,858 30,462 1,396 4.6

下水道事業債（特例措置分）の償還に要する経費 18,902 26,031 △ 7,129 △ 27.4

下水道事業債（特別措置分）の償還に要する経費 190,750 124,557 66,193 53.1

地方公営企業法の適用に要する経費 4,190 4,190 0 0.0

地方公営企業職員に係る児童手当に要する経費 300 560 △ 260 △ 46.4

5,000 10,000 △ 5,000 △ 50.0

他会計補助金 5,000 10,000 △ 5,000 △ 50.0

資産取得のための補助金 5,000 10,000 △ 5,000 △ 50.0

983,100 953,300 29,800 3.1

区　　　　分

合　　　計

他会計支出金
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第４ むすび 

処理区域内人口の緩やかな減少や節水型ライフスタイルの定着などによる水需要の減少に

加え、長引く新型コロナウイルス感染症の流行により社会・経済が大きな変革を迫られるな

ど、下水道事業を取り巻く環境が非常に厳しい状況にある中において、令和 3 年度の業務実

績としては、前年度と比べ、有収処理水量が 0.1％減少したものの無収処理水量も 7.3％減少

したことから、年間処理水量のうち下水道料金として還元される処理水量の割合を示す有収

率は 1.4ポイント改善する結果となっている。 

令和 3 年度の経営状況は、収益面では、分流式下水道等に要する経費の減少により他会計

負担金が減少したこと等の影響から、営業収益が前年度と比べ 0.2％増加したものの、営業外

収益が前年度と比べ 2.3％減少したことから、総収益は前年度と比べ 1.2％減の 2,243,849 千

円となった。 

一方、費用面では、流域下水道維持管理負担金が減少したこと等の影響から、総費用は前年

度と比べ 1.3％減の 2,232,924 千円となった。この結果、令和 3 年度は 10,925 千円の純利益

となっており、前年度と比べ 29.2％増加している。 

以上のように令和 3 年度下水道事業会計の経営については、表面上は安定的な経営が続い

ていると見ることができるが、営業収支比率が 50.24％であったように、企業の主たる営業活

動を示す営業損益は大幅な赤字となっており、その赤字を国庫補助金等を順次収益化する長

期前受金戻入や繰出基準に基づく一般会計からの負担金等の営業外収益によって賄い、結果

として純利益が計上される構造となっている。下水道事業は独立採算を前提としつつも多額

の投資を一時的に必要とする事業であることや雨水処理など下水道使用料だけでその経費を

賄うことは困難な事業であることからすると、やむを得ないものと考えることもできるが、人

口減少等により下水道使用料の大幅な増収が見込めない中においては、公費負担が今後も

年々増大してゆくことが危惧される。 

また、汚水 1 ㎥当たりの使用料単価から処理原価を差し引いた処理損益が 48 円 72 銭の赤

字となっていること、全国平均と比べても大幅に下回っていることなどからしても、将来の下

水道事業の経営に警鐘を鳴らす状況にあるものと考えられる。 

減り続ける人口の流れや社会全体の節水傾向は今後もますます加速していくことが予想さ

れ、有収処理水量が想定以上に減少することが懸念されるのに加え、施設や管路などの老朽化

は確実に進んでおり、これらの更新に係る費用が増大することも見込まれている。 

また、南海トラフ地震や超大型台風など大規模自然災害の発生が危惧されるほか、減少して

いた新型コロナウイルス感染症の新規感染者が再び増加へ転じ引き続き予断を許さない状況

が続いていることに加え、ウクライナ情勢の長期化や中国における経済活動の抑制の影響に

よる原材料価格の上昇や供給面での制約など、下水道事業を取り巻く環境は今後も非常に厳
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しい状況が続くものと予想される。 

現在、本市においては、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営

の基本計画として、令和 2年 3月に三島市下水道事業経営戦略を策定し、令和 11 年度までを

計画期間とする運営計画を示している。 

この経営戦略においても示されているように、年々増大する赤字を解消するためには使用

料の改定が必要不可欠であるため、早急に使用料の改定を実施し適正な使用料収入の確保に

努められることはもちろんのこと、事業の優先度を見極めての投資の平準化、施設・設備のス

ペックの合理化、汚泥をエネルギー利用する等の資産の利活用など、経営の安定に資する取組

みをより積極的に推進することにより、下水道サービスを安定的かつ継続的に提供していく

ための経営基盤強化に努められたい。 
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,0

1
9

9
9
.0

1
0
.3

2
6
1
,1

4
7
,1

7
3

1
1
.2

△
2
3
,1

3
6
,1

5
4

9
1
.1

  
  

(1
)支

払
利

息
及

び
企

業
債

取
扱

諸
費

2
3
8
,7

0
9
,7

9
0

2
3
6
,2

6
6
,8

0
9

9
9
.0

1
0
.2

2
6
0
,7

9
8
,5

5
3

1
1
.2

△
2
4
,5

3
1
,7

4
4

9
0
.6

  
  

(2
)雑

支
出

1
,7

4
4
,2

1
0

1
,7

4
4
,2

1
0

1
0
0
.0

0
.1

3
4
8
,6

2
0

0
.0

1
,3

9
5
,5

9
0

5
0
0
.3

  
  

(3
)消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
0

0
-

0
.0

0
0
.0

0
-

　
３
 特

別
損

失
0

0
-

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)そ

の
他

特
別

損
失

0
0

-
0
.0

0
0
.0

0
-

　
４
　

予
備

費
1
0
0
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
 令

和
　

２
　

年
 度
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別
表

第
２

令
和

３
年

度
下

水
道

事
業

会
計

比
較

損
益

計
算

書
（
 消

費
税

抜
 ）

（
単

位
：
円

，
％

）

比
 較

 増
 減

前
年

度
比

 較
 増

 減
前

年
度

金
 額

 Ａ
構

成
比

金
 額

 B
構

成
比

Ａ
　

－
  

Ｂ
伸

 率
金

 額
 Ａ

構
成

比
金

 額
 B

構
成

比
Ａ

　
－

  
Ｂ

伸
 率

下
水

道
事

業
費

用
2
,2

3
2
,9

2
4
,4

3
6

1
0
0
.0

2
,2

6
2
,8

9
2
,9

1
2

1
0
0
.0

△
2
9
,9

6
8
,4

7
6

9
8
.7

下
水

道
事

業
収

益
2
,2

4
3
,8

4
9
,6

5
4

1
0
0
.0

2
,2

7
1
,3

4
9
,3

9
4

1
0
0
.0

△
2
7
,4

9
9
,7

4
0

9
8
.8

  
営

業
費

用
1
,9

9
4
,0

4
1
,3

6
1

8
9
.3

2
,0

0
0
,8

1
5
,4

4
5

8
8
.4

△
6
,7

7
4
,0

8
4

9
9
.7

  
営

業
収

益
1
,0

0
2
,0

2
8
,2

6
6

4
4
.7

9
9
9
,7

6
7
,3

8
6

4
4
.0

2
,2

6
0
,8

8
0

1
0
0
.2

  
  

管
路

施
設

管
理

費
（
単

独
）

5
9
,3

2
0
,5

6
4

2
.6

5
9
,4

0
1
,5

0
8

2
.6

△
8
0
,9

4
4

9
9
.9

　
　

下
水

道
使

用
料

1
,0

0
1
,4

8
4
,9

6
6

4
4
.7

9
9
9
,7

1
4
,6

8
6

4
4
.0

1
,7

7
0
,2

8
0

1
0
0
.2

  
  

管
路

施
設

管
理

費
（
流

域
）

4
0
,8

7
7
,1

8
3

1
.8

4
9
,9

2
0
,9

4
0

2
.2

△
9
,0

4
3
,7

5
7

8
1
.9

　
　

受
託

工
事

収
益

5
1
1
,0

0
0

0
.0

0
0
.0

5
1
1
,0

0
0

皆
 増

  
  

ポ
ン

プ
場

施
設

管
理

費
3
1
,6

2
2
,4

0
8

1
.4

3
0
,6

1
4
,2

7
2

1
.4

1
,0

0
8
,1

3
6

1
0
3
.3

　
　

そ
の

他
営

業
収

益
3
2
,3

0
0

0
.0

5
2
,7

0
0

0
.0

△
2
0
,4

0
0

6
1
.3

  
  

処
理

場
施

設
管

理
費

3
0
7
,5

3
2
,2

9
2

1
3
.8

2
9
0
,7

5
9
,0

2
4

1
2
.8

1
6
,7

7
3
,2

6
8

1
0
5
.8

  
営

業
外

収
益

1
,2

4
1
,8

2
1
,3

8
8

5
5
.3

1
,2

7
1
,5

8
2
,0

0
8

5
6
.0

△
2
9
,7

6
0
,6

2
0

9
7
.7

  
  

総
係

費
4
0
5
,7

1
0
,8

1
4

1
8
.2

4
1
7
,7

8
3
,7

8
5

1
8
.5

△
1
2
,0

7
2
,9

7
1

9
7
.1

  
  

受
取

利
息

及
び

配
当

金
0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

減
価

償
却

費
1
,1

3
7
,9

7
4
,9

3
2

5
1
.0

1
,1

3
2
,3

4
7
,3

0
1

5
0
.0

5
,6

2
7
,6

3
1

1
0
0
.5

  
  

他
会

計
負

担
金

5
5
2
,9

0
0
,0

0
0

2
4
.6

6
0
3
,8

0
0
,0

0
0

2
6
.6

△
5
0
,9

0
0
,0

0
0

9
1
.6

  
  

資
産

減
耗

費
1
1
,0

0
3
,1

6
8

0
.5

1
9
,9

8
8
,6

1
5

0
.9

△
8
,9

8
5
,4

4
7

5
5
.0

　
　

他
会

計
補

助
金

1
7
9
,2

0
0
,0

0
0

8
.0

1
5
3
,7

0
0
,0

0
0

6
.8

2
5
,5

0
0
,0

0
0

1
1
6
.6

  
営

業
外

費
用

2
3
8
,8

8
3
,0

7
5

1
0
.7

2
6
2
,0

7
7
,4

6
7

1
1
.6

△
2
3
,1

9
4
,3

9
2

9
1
.1

　
　

長
期

前
受

金
戻

入
5
0
9
,4

7
1
,7

1
8

2
2
.7

5
1
3
,8

3
7
,6

1
5

2
2
.6

△
4
,3

6
5
,8

9
7

9
9
.2

  
  

支
払

利
息

及
び

企
業

債
　

　
取

扱
諸

費
2
3
6
,2

6
6
,8

0
9

1
0
.6

2
6
0
,7

9
8
,5

5
3

1
1
.5

△
2
4
,5

3
1
,7

4
4

9
0
.6

  
  

雑
収

益
2
4
9
,6

7
0

0
.0

2
4
4
,3

9
3

0
.0

5
,2

7
7

1
0
2
.2

  
  

雑
支

出
2
,6

1
6
,2

6
6

0
.1

1
,2

7
8
,9

1
4

0
.1

1
,3

3
7
,3

5
2

2
0
4
.6

　
特

別
損

失
0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
　

そ
の

他
特

別
損

失
0

0
.0

0
0
.0

0
-

当
年

度
純

利
益

1
0
,9

2
5
,2

1
8

8
,4

5
6
,4

8
2

2
,4

6
8
,7

3
6

1
2
9
.2

合
  

  
  

計
2
,2

4
3
,8

4
9
,6

5
4

2
,2

7
1
,3

4
9
,3

9
4

△
2
7
,4

9
9
,7

4
0

9
8
.8

合
  

  
  

計
2
,2

4
3
,8

4
9
,6

5
4

2
,2

7
1
,3

4
9
,3

9
4

△
2
7
,4

9
9
,7

4
0

9
8
.8

科
  

  
 目

令
　

和
　

3
　

年
 度

令
　

和
　

2
　

年
 度

科
  

  
 目

令
　

和
　

3
　

年
 度

令
　

和
　

2
　

年
 度
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別
表

第
３

令
和

３
年

度
下

水
道

事
業

会
計

予
算

決
算

対
照

表
（ 

消
費

税
込

 ）

（
資

本
的

収
支

の
部

）
（
単

位
：
円

，
％

）

科
  

目
令

　
和

　
３
　

年
 度

　
前

年
度

決
算

対
比

款
 項

 目
予

  
算

  
額

決
  

算
  

額
執

行
率

構
成

比
決

  
算

  
額

構
成

比
比

 較
 増

 減
伸

 率

資
本

的
収

入
1
,7

2
4
,5

4
4
,0

0
0

1
,3

7
6
,5

8
4
,8

2
0

7
9
.8

1
0
0
.0

1
,2

9
4
,6

5
2
,3

3
0

1
0
0
.0

8
1
,9

3
2
,4

9
0

1
0
6
.3

　
１
　

企
業

債
1
,2

1
1
,3

0
0
,0

0
0

8
9
4
,0

0
0
,0

0
0

7
3
.8

6
4
.9

9
5
5
,2

0
0
,0

0
0

7
3
.8

△
6
1
,2

0
0
,0

0
0

9
3
.6

  
  

(1
)企

業
債

1
,2

1
1
,3

0
0
,0

0
0

8
9
4
,0

0
0
,0

0
0

7
3
.8

6
4
.9

9
5
5
,2

0
0
,0

0
0

7
3
.8

△
6
1
,2

0
0
,0

0
0

9
3
.6

　
２
　

出
資

金
2
4
6
,0

0
0
,0

0
0

2
4
6
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

1
7
.9

1
8
5
,8

0
0
,0

0
0

1
4
.3

6
0
,2

0
0
,0

0
0

1
3
2
.4

  
  

(1
)他

会
計

出
資

金
2
4
6
,0

0
0
,0

0
0

2
4
6
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

1
7
.9

1
8
5
,8

0
0
,0

0
0

1
4
.3

6
0
,2

0
0
,0

0
0

1
3
2
.4

　
３
　

国
庫

支
出

金
2
4
2
,4

5
4
,0

0
0

2
1
1
,8

1
0
,5

0
0

8
7
.4

1
5
.4

1
2
9
,7

5
8
,0

0
0

1
0
.0

8
2
,0

5
2
,5

0
0

1
6
3
.2

  
  

(1
)国

庫
補

助
金

2
4
2
,4

5
4
,0

0
0

2
1
1
,8

1
0
,5

0
0

8
7
.4

1
5
.4

1
2
9
,7

5
8
,0

0
0

1
0
.0

8
2
,0

5
2
,5

0
0

1
6
3
.2

　
４
　

分
担

金
及

び
負

担
金

1
9
,7

8
8
,0

0
0

1
9
,7

7
4
,3

2
0

9
9
.9

1
.4

1
3
,8

9
4
,3

3
0

1
.1

5
,8

7
9
,9

9
0

1
4
2
.3

  
  

(1
)分

担
金

及
び

負
担

金
1
9
,7

8
8
,0

0
0

1
9
,7

7
4
,3

2
0

9
9
.9

1
.4

1
3
,8

9
4
,3

3
0

1
.1

5
,8

7
9
,9

9
0

1
4
2
.3

　
５
　

固
定

資
産

売
却

代
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)固

定
資

産
売

却
代

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
6
　

寄
附

金
1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(1
)工

事
寄

附
金

1
,0

0
0

0
0
.0

0
.0

0
0
.0

0
-

　
7
　

他
会

計
支

出
金

5
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

0
.4

1
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.8

△
5
,0

0
0
,0

0
0

5
0
.0

  
  

(2
)他

会
計

補
助

金
5
,0

0
0
,0

0
0

5
,0

0
0
,0

0
0

1
0
0
.0

0
.4

1
0
,0

0
0
,0

0
0

0
.8

△
5
,0

0
0
,0

0
0

5
0
.0

資
本

的
支

出
2
,4

4
3
,2

6
2
,0

0
0

2
,0

9
4
,9

8
2
,5

1
6

8
5
.7

1
0
0
.0

2
,0

0
6
,4

8
7
,7

6
4

1
0
0
.0

8
8
,4

9
4
,7

5
2

1
0
4
.4

　
１
　

建
設

改
良

費
1
,0

6
2
,3

1
8
,0

0
0

7
1
4
,1

3
7
,4

0
7

6
7
.2

3
4
.1

6
4
3
,8

6
1
,8

3
0

3
2
.1

7
0
,2

7
5
,5

7
7

1
1
0
.9

  
  

(1
)管

路
施

設
工

事
費

（
単

独
）

3
3
2
,4

1
9
,4

0
1

2
4
2
,9

9
6
,9

9
6

7
3
.1

1
1
.6

1
9
7
,5

3
1
,3

9
9

9
.9

4
5
,4

6
5
,5

9
7

1
2
3
.0

  
  

(2
)管

路
施

設
工

事
費

（
流

域
）

2
3
9
,6

5
5
,9

9
4

1
9
3
,3

5
9
,5

0
8

8
0
.7

9
.2

1
4
3
,0

8
7
,1

2
5

7
.1

5
0
,2

7
2
,3

8
3

1
3
5
.1

  
  

(3
)管

路
施

設
工

事
費

（
特

環
）

2
7
3
,7

8
5
,9

8
6

1
6
8
,1

7
2
,0

4
2

6
1
.4

8
.0

1
2
6
,3

7
9
,0

9
0

6
.3

4
1
,7

9
2
,9

5
2

1
3
3
.1

  
  

(4
)ポ

ン
プ

場
施

設
工

事
費

6
8
,6

7
7
,6

9
0

3
5
,8

6
3
,7

7
0

5
2
.2

1
.7

2
9
,5

1
1
,1

7
8

1
.5

6
,3

5
2
,5

9
2

1
2
1
.5

  
  

(5
)処

理
場

施
設

工
事

費
1
1
6
,3

3
1
,6

8
1

4
3
,3

5
0
,7

3
3

3
7
.3

2
.1

1
0
5
,8

1
7
,5

7
4

5
.3

△
6
2
,4

6
6
,8

4
1

4
1
.0

  
  

(6
)受

益
者

分
担

金
及

び
受

益
者

負
担

金
徴

収
事

務
費

6
,8

7
9
,2

4
8

5
,8

2
7
,0

0
7

8
4
.7

0
.3

6
,1

8
0
,5

6
6

0
.3

△
3
5
3
,5

5
9

9
4
.3

  
  

(7
)流

域
下

水
道

県
事

業
負

担
金

2
4
,1

2
5
,0

0
0

2
4
,1

2
4
,3

8
1

9
9
.9

1
.2

3
4
,9

1
9
,3

8
2

1
.7

△
1
0
,7

9
5
,0

0
1

6
9
.1

  
  

(8
)営

業
設

備
費

0
0

-
0
.0

0
0
.0

0
-

  
  

(9
)リ

ー
ス

債
務

支
払

額
4
4
3
,0

0
0

4
4
2
,9

7
0

9
9
.9

0
.0

4
3
5
,5

1
6

0
.0

7
,4

5
4

1
0
1
.7

　
２
　

企
業

債
償

還
金

1
,3

7
6
,1

1
4
,0

0
0

1
,3

7
6
,0

1
5
,1

0
9

9
9
.9

6
5
.7

1
,3

6
2
,6

2
5
,9

3
4

6
7
.9

1
3
,3

8
9
,1

7
5

1
0
1
.0

　
  

(1
)企

業
債

償
還

金
1
,3

7
6
,1

1
4
,0

0
0

1
,3

7
6
,0

1
5
,1

0
9

9
9
.9

6
5
.7

1
,3

6
2
,6

2
5
,9

3
4

6
7
.9

1
3
,3

8
9
,1

7
5

1
0
1
.0

　
３
　

他
会

計
補

助
金

返
還

金
4
,8

3
0
,0

0
0

4
,8

3
0
,0

0
0

1
0
0
.0

0
.2

0
0
.0

4
,8

3
0
,0

0
0

皆
 増

　
  

(1
)他

会
計

補
助

金
返

還
金

4
,8

3
0
,0

0
0

4
,8

3
0
,0

0
0

1
0
0
.0

0
.2

0
0
.0

4
,8

3
0
,0

0
0

皆
 増

令
　

和
　

２
　

年
 度
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別
表

第
４

令
和

３
年

度
下

水
道

事
業

会
計

比
較

貸
借

対
照

表
（
 消

費
税

抜
 ）

（
単

位
：
円

，
％

）

比
 較

 増
 減

前
年

度
比

 較
 増

 減
前

年
度

　
金

  
額

　
　

Ａ
構

成
比

　
金

  
額

　
　

B
構

成
比

Ａ
　

－
  

Ｂ
伸

 率
　

金
  

額
　

　
Ａ

構
成

比
　

金
  

額
　

　
B

構
成

比
Ａ

　
－

  
Ｂ

伸
 率

資
  

産
3
2
,3

2
1
,9

6
3
,8

0
5

1
0
0
.0

3
2
,8

4
7
,7

4
7
,1

8
9

1
0
0
.0

△
5
2
5
,7

8
3
,3

8
4

9
8
.4

負
  

債
3
0
,3

7
2
,0

5
6
,3

9
5

9
4
.0

3
1
,1

5
4
,7

7
8
,3

2
1

9
4
.8

△
7
8
2
,7

2
1
,9

2
6

9
7
.5

１
固

定
資

産
3
2
,0

3
2
,6

2
5
,2

7
5

9
9
.1

3
2
,5

2
1
,4

4
2
,1

0
8

9
9
.0

△
4
8
8
,8

1
6
,8

3
3

9
8
.5

１
固

定
負

債
1
5
,3

5
2
,1

8
7
,2

2
4

4
7
.5

1
5
,8

3
5
,2

9
4
,9

1
3

4
8
.2

△
4
8
3
,1

0
7
,6

8
9

9
6
.9

 (
1
)有

形
固

定
資

産
2
9
,6

7
8
,7

4
2
,4

1
9

9
1
.8

3
0
,0

9
8
,9

1
6
,3

0
7

9
1
.6

△
4
2
0
,1

7
3
,8

8
8

9
8
.6

 (
1
)企

業
債

1
5
,3

5
1
,2

6
2
,8

5
7

4
7
.5

1
5
,8

3
3
,9

1
9
,9

9
5

4
8
.2

△
4
8
2
,6

5
7
,1

3
8

9
7
.0

 (
2
)無

形
固

定
資

産
2
,3

5
3
,8

8
2
,8

5
6

7
.3

2
,4

2
2
,5

2
5
,8

0
1

7
.4

△
6
8
,6

4
2
,9

4
5

9
7
.2

 (
2
)リ

ー
ス

債
務

9
2
4
,3

6
7

0
.0

1
,3

7
4
,9

1
8

0
.0

△
4
5
0
,5

5
1

6
7
.2

２
流

動
資

産
2
8
9
,3

3
8
,5

3
0

0
.9

3
2
6
,3

0
5
,0

8
1

1
.0

△
3
6
,9

6
6
,5

5
1

8
8
.7

２
流

動
負

債
1
,6

3
4
,6

7
7
,5

8
5

5
.1

1
,6

4
0
,8

2
1
,5

7
7

5
.0

△
6
,1

4
3
,9

9
2

9
9
.6

 (
1
)現

金
預

金
1
1
7
,2

8
8
,9

7
6

0
.4

1
5
9
,1

5
4
,7

2
5

0
.5

△
4
1
,8

6
5
,7

4
9

7
3
.7

 (
1
)企

業
債

1
,3

7
6
,6

5
7
,1

3
8

4
.3

1
,3

7
6
,0

1
5
,1

0
9

4
.2

6
4
2
,0

2
9

1
0
0
.0

 (
2
)未

収
金

1
7
2
,0

0
7
,8

1
0

0
.5

1
6
2
,5

7
5
,8

1
1

0
.5

9
,4

3
1
,9

9
9

1
0
5
.8

 (
2
)リ

ー
ス

債
務

4
5
0
,5

5
1

0
.0

4
4
2
,9

7
0

0
.0

7
,5

8
1

1
0
1
.7

 (
3
)そ

の
他

流
動

資
産

4
1
,7

4
4

0
.0

4
,5

7
4
,5

4
5

0
.0

△
4
,5

3
2
,8

0
1

0
.9

 (
3
)未

払
金

2
4
3
,0

0
8
,5

0
6

0
.8

2
5
1
,9

8
0
,9

3
8

0
.8

△
8
,9

7
2
,4

3
2

9
6
.4

 (
4
)引

当
金

1
0
,2

1
3
,0

0
0

0
.0

1
0
,3

5
0
,0

0
0

0
.0

△
1
3
7
,0

0
0

9
8
.7

 (
5
)そ

の
他

流
動

負
債

4
,3

4
8
,3

9
0

0
.0

2
,0

3
2
,5

6
0

0
.0

2
,3

1
5
,8

3
0

2
1
3
.9

３
繰

延
収

益
1
3
,3

8
5
,1

9
1
,5

8
6

4
1
.4

1
3
,6

7
8
,6

6
1
,8

3
1

4
1
.6

△
2
9
3
,4

7
0
,2

4
5

9
7
.9

 (
1
)長

期
前

受
金

1
3
,3

8
5
,1

9
1
,5

8
6

4
1
.4

1
3
,6

7
8
,6

6
1
,8

3
1

4
1
.6

△
2
9
3
,4

7
0
,2

4
5

9
7
.9

資
  

本
1
,9

4
9
,9

0
7
,4

1
0

6
.0

1
,6

9
2
,9

6
8
,8

6
8

5
.2

2
5
6
,9

3
8
,5

4
2

1
1
5
.2

１
資

本
金

1
,3

6
9
,2

1
3
,2

9
1

4
.2

1
,1

2
3
,2

1
3
,2

9
1

3
.4

2
4
6
,0

0
0
,0

0
0

1
2
1
.9

 (
1
)資

本
金

1
,3

6
9
,2

1
3
,2

9
1

4
.2

1
,1

2
3
,2

1
3
,2

9
1

3
.4

2
4
6
,0

0
0
,0

0
0

1
2
1
.9

２
剰

余
金

5
8
0
,6

9
4
,1

1
9

1
.8

5
6
9
,7

5
5
,5

7
7

1
.8

1
0
,9

3
8
,5

4
2

1
0
1
.9

 (
1
)資

本
剰

余
金

5
5
2
,8

4
8
,6

5
8

1
.7

5
5
2
,8

3
5
,3

3
4

1
.7

1
3
,3

2
4

1
0
0
.0

 (
2
)利

益
剰

余
金

2
7
,8

4
5
,4

6
1

0
.1

1
6
,9

2
0
,2

4
3

0
.1

1
0
,9

2
5
,2

1
8

1
6
4
.6

  
合

  
  

  
  

計
3
2
,3

2
1
,9

6
3
,8

0
5

1
0
0
.0

3
2
,8

4
7
,7

4
7
,1

8
9

1
0
0
.0

△
5
2
5
,7

8
3
,3

8
4

9
8
.4

 合
  

  
  

  
計

3
2
,3

2
1
,9

6
3
,8

0
5

1
0
0
.0

3
2
,8

4
7
,7

4
7
,1

8
9

1
0
0
.0

△
5
2
5
,7

8
3
,3

8
4

9
8
.4

科
  

  
 目

令
　

和
　

３
　

年
 度

令
　

和
　

２
　

年
 度

科
  

  
 目

令
　

和
　

３
　

年
 度

令
　

和
　

２
　

年
 度
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別
表

第
５

経
  
  
  
 営

  
  
  
 分

  
  
  
 析

  
  
  
 指

  
  
  
 標

( 
参

  
考

 )
令

和
２

年
度

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

令
和

3
年

度
令

和
2
年

度
令

和
元

年
度

全
国

平
均

(注
)　

算
式

欄
に

お
け

る

総
資

本
回

転
率

回
0
.0

3
0
.0

3
0
.0

3
0
.0

4
  

  
用

語
等

は
、

次
の

と
お

り

総
資

本

自
己

資
本

回
転

率
回

0
.0

7
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

6
  

＝
固

定
負

債
＋

流
動

負
債

　
　

＋
繰

延
収

益

  
  

＋
資

本
金

＋
剰

余
金

固
定

資
産

回
転

率
回

0
.0

3
0
.0

3
0
.0

3
0
.0

4

自
己

資
本

  
＝

資
本

金
＋

剰
余

金

流
動

資
産

回
転

率
回

3
.2

5
3
.0

7
2
.6

8
1
.3

9
  

＋
繰

延
収

益

固
定

資
産

総
資

産

固
定

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
9
9
.1

0
9
9
.0

1
9
9
.0

3
9
7
.1

0
  

＝
固

定
資

産
＋

流
動

資
産

総
資

産
　

　
＋

繰
延

勘
定

流
動

資
産

流
動

資
産

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
0
.9

0
0
.9

9
0
.9

7
2
.9

0
総

収
益

総
資

産
  

＝
営

業
収

益
＋

営
業

外
収

益

固
定

負
債

  
＋

特
別

利
益

固
定

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
4
7
.5

0
4
8
.2

1
4
8
.7

0
3
1
.6

8

総
資

本
総

費
用

流
動

負
債

  
＝

営
業

費
用

＋
営

業
外

費
用

流
動

負
債

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
5
.0

6
4
.9

9
4
.8

0
4
.2

3
  

 ＋
特

別
損

失
総

資
本

自
己

資
本

未
収

金

自
己

資
本

構
成

比
率

×
 1

0
0

％
4
7
.4

4
4
6
.8

0
4
6
.5

0
6
4
.0

9
　

＝
営

業
未

収
金

総
資

本
　

　
＋

営
業

外
未

収
金

固
定

資
産

　
　

＋
そ

の
他

未
収

金
固

定
長

期
適

合
率

×
 1

0
0

％
1
0
4
.3

8
1
0
4
.2

1
1
0
4
.0

2
1
0
1
.3

9
　

※
貸

倒
引

当
金

は
引

か
な

い
自

己
資

本
＋

固
定

負
債

固
定

資
産

※
固

定
資

産
回

転
率

に
お

い
て

固
定

比
率

×
 1

0
0

％
2
0
8
.8

8
2
1
1
.5

7
2
1
2
.9

7
1
5
1
.5

2
固

定
資

産
自

己
資

本
  

＝
固

定
資

産
－

建
設

仮
勘

定

企
業

の
経

営
活

動
に

投
じ

ら
れ

る
運

転
資

金
の

利
用

度
で

、
高

い
ほ

ど
効

率
的

に
収

益
に

貢
献

し
て

い
る

こ
と

を
示

す
。

( 
期

首
流

動
資

産
＋

期
末

流
動

資
産

 )
  

÷
 ２

長 期 健 全 性 等

総
資

産
に

対
す

る
固

定
資

産
・
流

動
資

産
の

占
め

る
割

合
で

、
固

定
資

産
構

成
比

率
が

大
で

あ
れ

ば
資

本
が

固
定

化
の

傾
向

に
あ

り
、

流
動

資
産

構
成

比
率

が
大

で
あ

れ
ば

流
動

性
は

良
好

と
な

る
。

な
お

、
こ

の
二

つ
の

比
率

を
加

え
る

と
1
0
0
％

に
な

る
。

総
資

本
に

対
す

る
固

定
負

債
・
流

動
負

債
・
自

己
資

本
の

占
め

る
割

合
で

、
自

己
資

本
構

成
比

率
が

大
で

あ
る

ほ
ど

経
営

の
安

全
性

は
大

き
い

も
の

と
言

え
る

が
、

膨
大

な
設

備
投

資
資

金
の

ほ
と

ん
ど

を
企

業
債

に
依

存
す

る
公

営
企

業
で

は
、

必
然

的
に

低
比

率
と

な
る

。
な

お
、

こ
の

三
つ

の
比

率
を

加
え

る
と

1
0
0
％

と
な

る
。

固
定

資
産

が
長

期
的

に
活

用
可

能
な

資
本

や
負

債
に

よ
っ

て
調

達
さ

れ
て

い
る

割
合

を
表

す
。

1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
、

短
期

間
に

返
済

の
必

要
な

資
金

も
固

定
資

産
に

投
入

し
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

固
定

資
産

が
自

己
資

本
に

占
め

る
割

合
を

表
す

。
1
0
0
％

を
超

え
る

場
合

は
借

入
金

で
設

備
投

資
を

行
っ

て
い

る
こ

と
を

示
し

、
償

還
・
利

息
払

い
の

負
担

が
生

じ
る

。

企
業

に
投

下
さ

れ
運

用
さ

れ
て

い
る

資
本

の
効

率
で

、
高

い
ほ

ど
資

本
が

効
率

的
に

収
益

に
転

換
し

て
い

る
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

総
資

本
＋

期
末

総
資

本
 )

  
÷

 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

自
己

資
本

の
活

動
能

率
を

示
し

、
高

い
ほ

ど
投

下
自

己
資

本
に

対
し

て
営

業
活

動
が

活
発

な
こ

と
を

示
す

。
( 

期
首

自
己

資
本

＋
期

末
自

己
資

本
 )
  

÷
 ２

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

固
定

資
産

と
営

業
収

益
の

比
率

で
、

一
般

的
に

高
い

ほ
う
が

望
ま

し
い

。
低

く
な

る
ほ

ど
投

資
効

率
が

低
い

（
過

大
で

あ
る

）
こ

と
を

示
す

。
※

(期
首

固
定

資
産

＋
期

末
固

定
資

産
 )

 ÷
２

比
　

　
率

単 位
分

 析
 項

 目
算

  
  

  
 式

資 産 ・ 資 本 の 有 効 利 用 等

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）
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別
表

第
５

経
  
  
  
 営

  
  
  
 分

  
  
  
 析

  
  
  
 指

  
  
  
 標

( 
参

  
考

 )
令

和
２

年
度

説
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
明

令
和

3
年

度
令

和
2
年

度
令

和
元

年
度

全
国

平
均

流
動

資
産

流
動

比
率

×
 1

0
0

％
1
7
.7

0
1
9
.8

9
2
0
.2

6
6
8
.4

7

流
動

負
債

現
金

預
金

＋
未

収
金

当
座

比
率

×
 1

0
0

％
1
7
.8

9
1
9
.8

0
2
0
.4

6
6
1
.7

9

流
動

負
債

現
金

預
金

現
金

比
率

×
 1

0
0

％
7
.1

8
9
.7

0
9
.5

6
4
6
.2

3

流
動

負
債

総
収

益
総

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
1
0
0
.4

9
1
0
0
.3

7
1
0
0
.3

3
1
0
5
.7

4

総
費

用

経
常

収
益

経
常

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
1
0
0
.4

9
1
0
0
.3

7
1
0
0
.3

3
1
0
5
.8

0
経

常
費

用

営
業

収
益

（
受

託
収

益
除

く
）

営
業

収
支

比
率

×
 1

0
0

％
5
0
.2

4
4
9
.9

7
5
1
.0

6
6
6
.1

6

営
業

費
用

（
受

託
費

用
除

く
）

当
年

度
純

利
益

総
収

益
利

益
率

×
 1

0
0

％
0
.4

9
0
.3

7
0
.3

3
5
.4

3
総

収
益

当
年

度
純

利
益

総
資

本
利

益
率

×
 1

0
0

％
0
.0

3
0
.0

3
0
.0

2
0
.4

0
( 
期

首
総

資
本

 ＋
 期

末
総

資
本

 )
  
÷

 ２

当
年

度
純

利
益

自
己

資
本

利
益

率
×

 1
0
0

％
0
.0

7
0
.0

5
0
.0

5
0
.6

2
( 

期
首

自
己

資
本

 ＋
 期

末
自

己
資

本
 )

  
÷

 ２

累
積

欠
損

金
累

積
欠

損
金

比
率

×
 1

0
0

％
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
7
.4

0
営

業
収

益
（
受

託
収

益
除

く
）

企
業

債
償

還
元

金

×
 1

0
0

％
1
2
0
.9

2
1
2
0
.3

4
1
1
9
.6

1
8
4
.4

3

当
年

度
減

価
償

却
額

企
業

債
償

還
元

金

×
 1

0
0

％
1
3
7
.4

0
1
3
6
.3

0
1
3
3
.7

8
1
2
6
.7

1

下
水

道
使

用
料

収
入

総
収

益
中

繰
入

金
合

計
×

 1
0
0

％
3
2
.7

9
3
3
.4

7
3
3
.0

3
2
9
.4

3
総

費
用

繰 入 金

総
費

用
に

対
す

る
繰

入
金

割
合

総
費

用
に

対
す

る
繰

入
金

の
割

合
で

、
比

率
が

高
い

ほ
ど

料
金

収
入

で
な

く
一

般
会

計
等

他
会

計
か

ら
の

繰
入

金
へ

の
依

存
の

度
合

い
が

高
い

。

投
下

し
た

自
己

資
本

の
収

益
力

を
示

す
。

経
営

の
健

全
性

に
関

す
る

指
標

の
一

つ
で

、
健

全
な

企
業

経
営

の
た

め
、

比
率

は
0
で

あ
る

こ
と

が
望

ま
し

い
。

企 業 債 に 関 連 す

る 経 営 状 況

企
業

債
償

還
額

対
減

価
償

却
額

比
率

投
下

資
本

の
回

収
と

再
投

資
と

の
バ

ラ
ン

ス
を

示
し

、
比

率
が

低
い

ほ
ど

償
還

能
力

に
余

裕
が

あ
る

。
1
0
0
％

を
超

え
る

と
再

投
資

を
企

業
債

等
の

外
部

資
金

に
頼

ら
ざ

る
を

得
な

く
な

る
。

企
業

債
償

還
額

対
料

金
収

入
比

率
企

業
債

元
金

償
還

が
、

ど
の

程
度

経
営

（
料

金
収

入
）
の

圧
迫

要
因

に
な

っ
て

い
る

か
を

示
す

た
め

、
比

率
は

低
い

ほ
ど

良
い

。

短 期 的 支 払 能 力

1
年

以
内

に
現

金
化

で
き

る
資

産
と

支
払

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
負

債
と

の
比

率
で

あ
る

が
、

流
動

性
の

確
保

に
は

流
動

資
産

が
流

動
負

債
の

2
倍

以
上

あ
る

こ
と

が
望

ま
し

い
の

で
、

理
想

比
率

は
2
0
0
％

以
上

で
あ

る
。

流
動

負
債

に
対

す
る

支
払

手
段

で
あ

る
当

座
資

金
の

保
有

率
を

示
す

。
1
0
0
％

以
上

で
高

い
ほ

う
が

望
ま

し
い

。

流
動

負
債

に
対

す
る

現
金

・
預

金
の

割
合

で
、

即
座

の
支

払
能

力
を

示
す

。

利 益 率 ・ 収 益 性 等

総
収

益
と

総
費

用
の

対
比

で
、

全
体

的
な

損
益

の
バ

ラ
ン

ス
を

示
す

。
1
0
0
％

以
上

で
比

率
が

高
い

ほ
ど

良
い

と
さ

れ
る

。
1
0
0
％

未
満

は
、

総
収

支
で

損
失

が
生

じ
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

経
常

費
用

（
営

業
費

用
+
営

業
外

費
用

）
に

対
す

る
経

常
収

益
（
営

業
収

益
+

営
業

外
収

益
）
の

比
率

を
示

し
、

1
0
0
％

未
満

は
経

常
収

支
で

損
失

が
生

じ
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

営
業

費
用

に
対

す
る

営
業

収
益

の
比

率
を

示
し

、
1
0
0
％

以
上

で
比

率
が

高
い

ほ
ど

営
業

利
益

率
が

高
い

。
1
0
0
％

未
満

は
、

営
業

収
支

で
損

失
が

生
じ

て
い

る
こ

と
に

な
る

。

当
年

度
総

収
益

に
対

す
る

純
利

益
の

比
率

で
、

高
い

ほ
ど

利
益

率
が

高
い

こ
と

を
示

す
。

経
営

に
お

け
る

総
資

本
の

収
益

性
を

測
る

比
率

で
、

高
い

ほ
ど

総
合

的
な

収
益

性
が

高
い

こ
と

を
示

す
。

単 位
比

　
　

率
分

 析
 項

 目
算

  
  

  
 式
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